
 

 

命    令    書 

 

申 立 人 オリエンタルモーター支部 

同   X1 

同   X2(亡) 

同   X3 

同   X4 

同   X5 

同   X6 

同   X7 

同   X8 

同   X9 

 

被申立人 オリエンタルモーター株式会社 

 

主         文 

1 被申立人は、申立人 X1、同 X2、同 X3、同 X4、同 X5、同 X6、同 X7、同 X8 及び

同 X9 の昭和 56 年度乃至平成 2年度の各年の等級、昇給及び賞与について、以下

のようにしなければならない。 

(1) 等級については、新しい賃金制度における等級構造の資格要件に沿って、非

組合員の平均昇級年数により、見直しを行うこと。 

(2) 昇給については、(1)の見直しを踏まえ、等級ごとに算出した非組合員の「賞

与の成績評価の基となる素点」の平均点を基準にして、これまでの評価を下回

らないよう、「評語の標準分布」に従って、その査定の見直しを行うこと。 

(3) 賞与については、これらの見直しを踏まえ、等級ごとに算出した非組合員の

「等級別成績評語別配分点数」の平均点を用いて、計算すること。 

以上の結果、本来ならば受けるはずであった賃金額と既に支払われた賃金額と

の差額(夏・冬期賞与を含む。)を、年 5分の利息を付して、各申立人組合員に支

払わなければならない。 

ただし、申立人 X2 については、死亡退職時までの期間で算定した額(退職金を

含む。)を、その承継人たる相続人に対し支払うものとする。 

2 被申立人は、申立人組合の組合員に対し、他の従業員と仕事上及び賃金上の差



 

 

別取扱いをして、今後とも申立人組合の運営に支配介入してはならない。 

3 被申立人は、本命令受領後 1週間以内に、下記文言を記載した文書を申立人組

合の代表者に手交するとともに、同文言を縦 1メートル、横 1.5 メートルの白紙

の全面に楷書で鮮明に墨書し、被申立人の本社及び申立人組合所属申立人らが勤

務する事業所の各入口の見やすい場所に毀損することなく、10 日間掲示しなけれ

ばならない。 

記 

当社は、貴組合の組合員である X1、X2、X3、X4、X5、X6、X7、X8 及び X9 の各

位に対し、賃金等について差別取扱いをしてきましたが、今般、千葉県地方労働

委員会において、このことが労働組合法第 7条第 1号及び第 3号に該当する不当

労働行為であると認定されました。 

よって、当社は、再びこのような行為を繰り返さないようにいたします。 

平成 年 月 日 

オリエンタルモーター株式会社 

代表取締役 Y1 

全日本金属情報機器労働組合東京地方本部 

オリエンタルモーター支部 

執行委員長 X1 様 

(注：年月日は、手交文書にあっては手交の日を、掲示文書にあっては掲示

の日をそれぞれ記入すること。) 

4 その余の申立ては棄却する。 

 

理         由 

第 1 認定した事実 

1 当事者等 

(1) 被申立人オリエンタルモーター株式会社(以下「会社」という。)は、昭和 25

年に設立された、精密小型モーターの製造・販売業を営む株式会社で、肩書地

に登記簿上の本社を置き、千葉県柏市に事実上の本社機能及び柏事業所、茨城

県土浦市に土浦事業所、香川県高松市に高松事業所、山形県鶴岡市に鶴岡事業

所を、また東京都、大阪府、国立市、横浜市及び名古屋市に支店を置くほか、

全国各地に営業所を有している。 

また、会社事業の一部門を担当する系列会社として、オリエンタルイーディ

ー株式会社(以下「OED」という。)、オリエンタルエムティー株式会社(以下「OMT」

といい、昭和 59 年 2 月に社名変更される前はオリエンタル工機株式会社とい



 

 

う。)等がある。 

(2) 申立人全日本金属情報機器労働組合東京地方本部オリエンタルモーター支部

(以下、名称変更前も含めて「組合」という。)は、会社及び系列会社の従業員

が組織する労働組合であって、昭和 49 年 12 月 22 日に結成され、昭和 50 年 5

月 13 日に、会社に執行委員名簿を提出して公然化した。 

組合は、豊四季分会、土浦分会等の下部組織を有し、組合員数は最も多いと

きで約 630 名であったが、本件申立時には約 15 名に減少した。 

なお、申立人労働組合は本件申立時には、総評全国金属労働組合千葉地方本

部オリエンタル支部と称していたが、昭和 63 年 12 月 17 日の支部定期大会時に

従前の上部団体より脱退し、平成元年 3 月 4 日の臨時大会で全日本金属情報機

器労働組合東京地方本部に所属し、同地本オリエンタルモーター支部と名称を

改める旨の規約改正を行った。 

(3) 申立人 X1(以下「X1」という。)は、大学の電気工学科を卒業後、昭和 45 年 4

月会社に入社し、昭和 49 年 12 月組合結成と同時に執行委員長に選出され、公

然化以後現在までその職にある。 

(4) 申立人 X2(以下「X2」という。)は、大学の機械工学科を卒業後、昭和 45 年 4

月会社に入社し、組合公然化後執行委員に選出され、その後副執行委員長にも

選出されたが、在職中の昭和 63 年 10 月 8 日に死亡した。 

(5) 申立人 X3(以下「X3」という。)は、高等学校普通科を卒業後、昭和 41 年 4

月会社に入社し、組合公然化後、土浦事業所職場委員に選出され、昭和 50 年 9

月副執行委員長及び土浦分会副執行委員長に選出されるなど、その後も毎年、

組合及び土浦分会の副執行委員長等三役に選出されて現在に至っている。 

(6) 申立人 X4(以下「X4」という。)は、高等学校を卒業後、昭和 44 年 2 月会社

に入社し、組合結成に参加して書記長に選出されて以後、毎年同職に再選され

現在に至っている。 

(7) 申立人 X5(以下「X5」という。)は、高等学校を卒業後、昭和 43 年 4 月会社

に入社し、組合結成に当初から参加して、公然化後、土浦分会職場委員に、昭

和 50 年 9 月には同分会執行委員長に選出されて以後、毎年同職に再選され、ま

た昭和 56 年からは組合の執行委員も兼任するようになり、現在に至っている。 

(8) 申立人 X6(以下「X6」という。)は、工業高等学校電気科を卒業後、昭和 45

年 4 月会社に入社し、公然化と同時に組合に参加して土浦事業所職場委員に、

昭和50年9月からは土浦分会書記長及び組合の執行委員として現在に至ってい

る。 

(9) 申立人 X7(以下「X7」という。)は、大学の社会学部社会学科を卒業後、昭和



 

 

45 年 4 月会社に入社し、組合が結成されると執行委員に選出され、公然化後も

継続して執行委員に選出されたが、その後は土浦分会執行委員・教宣部長及び

組合の副執行委員長を歴任して、現在に至っている。 

(10) 申立人 X8(以下「X8」という。)は、工業高等学校電気科を卒業後、昭和 48

年 4 月会社に入社し、昭和 52 年から昭和 58 年まで豊四季分会執行委員に、昭

和58年10月からは土浦分会執行委員及び会計に選出され、現在に至っている。 

(11) 申立人 X9(以下「X9」という。)は、大学の理学部物理学科を卒業後、昭和

49 年 4 月会社に入社し、組合には昭和 50 年 2 月頃加入して、公然化当時は企

画調査部次長であったが、昭和 51 年 9 月から組合の執行委員・企画調査部長

及び豊四季分会の執行委員に選出されて、その後昭和 53 年 10 月、豊四季分会

教宣部次長に選任されるなど、組合の執行委員等として現在に至っている。 

2 労使関係 

(1) 組合結成・公然化当時の状況 

昭和 49 年 12 月 22 日、X1 及び X4 らが中心となって組合を結成し、X1 が執行

委員長、X4 が書記長に選出された。 

昭和 50 年 5 月 13 日、組合は会社に対して組合結成通告をし、X1 委員長以下

11 名の執行部全員の氏名を明らかにしたうえ、13 項目の要求事項書を提出して

団体交渉を申し入れた。 

会社は当初団体交渉に応じ、労働組合の権利等について基本的に認め、ある

いは話し合いで解決する姿勢を示したが、昭和 50 年春闘賃上げ問題等について

進展が見られない中で同年 6月 23 日土浦分会で時限ストライキ、さらに 7月 3

日豊四季、土浦及び高松の 3分会の統一時限ストライキが行われた。 

これらストライキを契機として、会社は組合に対する態度を硬化させ、組合

を敵視した。 

(2) 第 1 次申立事件 

昭和 50 年 10 月 9 日、組合は、会社が団体交渉を拒否したとして当委員会に

不当労働行為救済申立て(千労委昭和 50 年(不)第 3 号事件)を行い、当委員会は

昭和 53 年 1 月 13 日、会社が①就業時間中の組合活動の範囲の件及び人事異動

に関する事前協議約款又は同意約款の締結の件を交渉事項とする団体交渉に応

じなかったこと、②豊四季事業所食堂内におかれていた組合備品を撤去したこ

と、③組合旗を撤去したこと、④組合からの脱退強要・勧誘を行ったこと等が

不当労働行為に当たると判断して救済命令を発し、会社は、命令を不服として

中央労働委員会(以下「中労委」という。)に再審査の申立て(中労委昭和 53 年(不

再)第 4 号事件)を行い、中労委は、初審命令中の一部を取り消したほかは、こ



 

 

れを相当と認める旨の一部変更の救済命令を発した。 

さらに、会社はこれを不服として昭和 62 年 9 月 1 日、東京地方裁判所(以下

「東京地裁」という。)に救済命令取消訴訟(東京地裁昭和 62 年(行ウ)第 108

号事件)を提起し、東京地裁は前記中労委命令の一部を取消し、会社の請求を一

部棄却する旨の判決を言い渡したが、会社及び中労委はこの判決を不服として、

平成 2年 3月 8日、東京高等裁判所(以下「東京高裁」という。)に控訴(東京高

裁平成 2 年(行コ)第 26 号、第 28 号事件)し、平成 2 年 11 月 21 日、第 26 号事

件について控訴棄却、第 28 号事件について一部認容の判決が言い渡された。 

これに対し、会社及び中労委は、それぞれ平成 2年 12 月 7 日、同年 12 月 11

日に最高裁判所(以下「最高裁」という。)に上告(平成 2 年(行ツ)第 34 号、第

35 号事件)し、現在係属中である。 

(3) 第 2 次申立事件 

昭和 52 年 6 月 29 日、組合は、会社が組合員に対し仕事上の差別取扱いを行

ったとして、当委員会に不当労働行為救済申立て(千労委昭和 52 年(不)第 3 号

事件)を行い、当委員会は昭和 56 年 2 月 23 日、会社がこれらに対し仕事上の差

別取扱いをしたことが不当労働行為に当たると判断し、①申立人組合の組合員

に対し他の従業員と仕事上の差別取扱いをして申立人組合の運営に支配介入す

ることの禁止、②陳謝文の掲示を命ずる旨の救済命令を発したが、会社は命令

を不服として千葉地方裁判所(以下「千葉地裁」という。)に救済命令取消訴訟(千

葉地裁昭和 56 年(行ウ)第 5 号事件)を提起し、千葉地裁は、昭和 62 年 7 月 17

日、会社の請求を棄却する旨の判決を言い渡した。(なお、この間、昭和 57 年

7 月 10 日、当委員会は上記千葉地裁行政訴訟事件に関し、緊急命令の申立て(千

葉地裁昭和 57 年(行ク)第 3号緊急命令申立事件)を行い、同年 9月 14 日千葉地

裁は、会社が当地労委の救済命令のうち陳謝文の掲示を命じた部分を除きこれ

に従うべき旨の決定を行っている。) 

会社はこの判決を不服として、東京高裁に控訴(東京高裁昭和 62 年(行コ)第

72 号事件)し、さらに控訴棄却の判決に対し、昭和 63 年 7 月 4 日、最高裁に上

告(昭和 63 年(行ツ)第 140 号事件)したところ、平成 3 年 2 月 22 日、会社の上

告を棄却する旨の判決が言い渡された。 

(以下「第 2次申立事件」という。) 

(4) 第 3 次申立事件 

昭和 62 年 4 月 20 日、組合は、組合員 2 名に対する配転命令及び出向命令の

取消しとそれに伴う賃金差額の支払いを求めて当委員会に不当労働行為救済申

立て(千労委昭和 62 年(不)第 1 号事件)を行い、当委員会は、平成元年 3 月 27



 

 

日、申立人の主張を全面的に認める救済命令を発した。 

会社はこれを不服として、平成元年 4 月 12 日、中労委に再審査の申立て(中

労委平成元年(不再)第 35 号事件)を行い、中労委は、会社の申立てを棄却する

命令を発し、会社はさらにこれを不服として、平成 2 年 11 月 29 日、東京地裁

に救済命令取消訴訟(東京地裁平成 2 年(行ウ)第 223 号事件)を提起したが、平

成 4年 7月 24 日、取下げにより終結した。(以下「第 3次申立事件」という。) 

(5) 茨城地労委事件 

ア 昭和 51 年 4 月 12 日、組合の下部組織である総評全国金属労働組合茨城地

方本部オリエンタル土浦分会(当時)は、会社が団体交渉を拒否したとして、

茨城県地方労働委員会(以下「茨城地労委」という。)に不当労働行為救済申

立て(茨労委昭和 51 年(不)第 4 号事件)を行い、茨城地労委は、昭和 52 年 12

月 24 日、会社が土浦事業所長とともに土浦分会の分会事務所に関し土浦分会

と速やかに誠意ある団交を行うべきこと等を命ずる救済命令を発した。会社

はこれを不服として、中労委に再審査申立て(中労委昭和 53 年(不再)第 1 号

事件)を行い、中労委の昭和 54 年 12 月 19 日付け、土浦事業所長に関する部

分を変更したほかは初審命令を維持する内容の一部変更の救済命令を不服と

して、東京地裁に救済命令取消訴訟(東京地裁昭和 55 年(行ウ)第 25 号事件)

を提起し、東京地裁の、会社の請求を棄却する旨の判決を不服として、東京

高裁に控訴(東京高裁昭和 60 年(行コ)第 9号事件)した。さらに会社は、東京

高裁が昭和 62 年 5 月 26 日言い渡した控訴棄却の判決を不服として最高裁に

上告(昭和 62 年(行ツ)第 89 号事件)したが、昭和 63 年 12 月 9 日、上告棄却

の判決が言い渡された。(以下「茨城地労委事件」という。) 

イ この間、中労委は、上記東京地裁の行政訴訟事件に関し、緊急命令の申立

て(昭和 55 年(行ク)第 24 号緊急命令申立事件)を行ったが、昭和 55 年 6 月 10

日、東京地裁が決定をもってこれを却下したため、抗告(東京高裁昭和55年(行

ス)第 16 号事件)したところ、昭和 57 年 1 月 20 日、東京高裁は、前記中労委

命令に従うべきことを命ずる緊急命令を発し、会社は特別抗告したが、同年 8

月 10 日、最高裁はこれを却下した。 

ウ 昭和 61 年 3 月 3 日、東京地裁は会社が上記緊急命令に違反したとして、会

社に対し 10 万円の過料に処する旨の決定を行った。(東京地裁昭和 60 年(ホ)

第 11622 号労働組合法違反過料事件) 

(6) 東葛総行動 

ア 昭和 58 年 5 月 24 日、組合は、東葛地域の労働組合及び争議団等が労働争

議の行われている各関係企業に対し、争議の解決を要請する等の統一行動を



 

 

とることを目的とした「一人の首切りも差別も許さない5.24東葛総行動」に、

X1、X2、X8 ら 9 名の指名ストをもって参加した。その際、組合が本社・柏事

業所において会社に対し労働委員会の命令等に従い、組合敵視の労務政策を

変更するよう要請を行おうとしたところ、会社が正門を閉ざして面会に応じ

なかったため、組合は門前で支援の他組合員も含めて約 250 名参加の抗議行

動を行った。 

イ 翌 25 日の就業時間後、Y2 課長(以下「Y2 課長」という。)、Y3 マネージャ

ー(以下「Y3 マネージャー」という。)を除いて、オリエンタル工機株式会社

の一般社員全員が出席して話し合いが行われたが、「今後ストライキとか組合

活動をすれば仲間ではない。」という内容に終始し、これに参加した X2、X8

両名に対する吊し上げであった。 

ウ さらに翌 26 日から、X8 については同月 31 日まで、X2 については翌 6月 15

日まで、仕事を与えられず、同人らは一日中立って本を読んでいた。その間、

X2、X8 両名が Y2 課長に机と椅子を要求したところ、Y2 課長は、「みんな立っ

て仕事をしているから、お前たちにはやれない。」と言って拒否した。 

3 新しい賃金制度の導入に至るまで 

ア 会社は、昭和 56 年 2 月に新しい賃金制度(以下「新制度」という。)を導入

したが、それ以前の賃金制度(以下「旧制度」という。)においては、そもそも

明確な賃金体系といえるようなものはなかった。 

即ち、定期昇給とベースアップの区分もなく、人事考課も夏と冬の年 2回の

賞与の際に行われ、その資料を参考にして翌年の昇給も決定されていたが、そ

の仕組みや理論は明確なものではなく、基本的に年功序列的な色彩が強かった。 

イ そして、その人事考課の反映として同期同学歴入社の者どうしでも多少の基

本給の差はあり、また、役手当や資格手当といった手当によって、結果として

個人差つまり賃金格差が生じていた。 

しかし、組合にしてみれば、春闘で妥結し協定されたものが運用されるはず

であって、賃金格差が生じるということはおよそ考えられないことであったし、

ましてや人事考課が制度として存在したということなど、会社から説明を受け

たことはなかった。 

ウ 会社は、昭和 50 年頃から、社員にわかりやすく納得性、合理性のある賃金

制度をつくる必要性を感じはじめ、またその頃組合からも会社の賃金体系を明

らかにして欲しいという要望が出されていたこともあって、新制度導入の検討

に入った。 

その手始めとして、会社は専任の賃金担当者を設けて検討を進め、昭和 54



 

 

年には一応等級号俸制度を作り、翌年にかけて試験的に導入したが、人事考課

については従来どおりであって、賞与の配分の仕方や昇進・昇格など全体的体

系をどうするかという課題は残されたままであった。 

エ 昭和 55 年秋頃から、会社は Z1 が主宰する賃金管理研究所(以下「研究所」

という。)の全面的指導をあおぐことにより、昭和 56 年 2 月 25 日支給の給料

より新制度に切替移行することとしたが、この新制度は能力主義による賃金決

定を旨とする職務職能給制度であり、研究所の提唱のまま会社は一切手直しす

ることなく導入した。 

なお、研究所への依頼、打ち合わせ、社員への PR などの担当責任者は、Y4

総務部長(当時、以下「Y4 部長」という。)であった。 

オ 会社は、昭和 56 年 1 月 14 日から 28 日にかけて、土浦、鶴岡、高松、大阪、

豊四季及び東京で説明会を開催して社員に新制度の趣旨や内容について説明

を行った。 

豊四季事業所(後の柏事業所)では同年 1 月 26 日に説明会が行われたが、そ

れは会社役員が出席のうえ研究所の Z2 講師が説明するというものであって、

そのとき社員に対して説明資料は一切配布されなかった。 

そして、その席で X1 と X4 が、残業をしたか否かは査定の対象になるかどう

かという趣旨の質問をし、出席していた Y4 部長を指名して回答を求めたとこ

ろ、Y4 部長は答えず、Z2 講師から、残業したかしないかは査定の対象にはな

らない旨の回答がなされた。 

なお、Y4 部長は、年次有給休暇の取得日数の多寡も査定には影響しないと証

言している。 

カ 同年 2 月 20 日、賃金の支給明細書とともに、Y4 部長名で「新しい賃金制度

について」と題する説明用小冊子(1981 年 2 月付け)がはじめて社員に配布され

ると、組合は同月 25 日付けで会社に対し、「新賃金制度について」を議題にし

て翌 27 日に団体交渉を行うよう団交申入書を提出したが、会社は、具体的要

求事項が明らかにされていないので回答のしようがないから、具体的な要求事

項を明らかにするよう求める旨の回答書(3 月 5 日付け)を発して、事実上団体

交渉を拒否した。 

そして、その後も会社は組合に、新制度の仕組みや考課査定の運用の仕方に

ついて説明したことは一度もなかった。 

4 新しい賃金制度等の概要 

(1) 手当の整理 

新制度への移行にあたっては、手当の整理が行われ、役手当、資格手当、住



 

 

宅手当の一部、食事手当及び調整手当を本給に組み入れた。 

(2) 等級・職位と資格要件 

ア 等級は、仕事の質によって 1 等級から 6 等級まで分けられ、それぞれの等

級ごとに代表的職位が定められた。＜別表 1＞ 

たとえば、旧制度下において既に部長、課長、主任(係長相当職)という役

についていた者は新制度下ではそれぞれ6等級、5等級、4等級に格付けされ、

3等級以下の者については、＜別表 1＞中の資格要件及び等級説明書＜別表 2

＞に従って格付けされた。 

なお、どの等級に格付けされても、旧制度下での賃金はそのまま保障され

た。 

(3) 定期昇給 

ア 定期昇給は毎年 4月期に行われるが、その際何号俸昇給するか(以下「昇給

号数」という。)は、毎年夏と冬年 2回の賞与支給にあたって行われる、各人

に対する成績評価によって異なる。 

その成績評価の表し方としては、S、A、B、C、D という 5 段階の成績評語

が用いられ、夏と冬それぞれの成績評語が決定されると、それを資料にして

定期昇給のための昇給評語(同じく Sから Dまでの 5段階)が決定される。 

昇給評語と昇給号数の関係は次表のとおりである。 

昇給評語 S A B C D 

昇給号数 6 5 4 3 2 

ただし、原則として新卒 1 年目の昇給は全員 B となり、2 年目は ABC の 3

段階に区分されて昇給し、3年目以降になって 5段階昇給が行われる。 

なお、新制度下の最初の昇給即ち昭和 56 年 4 月の昇給評語は、新卒 1年目

にならって全社員が Bとされた。 

(4) 昇給評語の決定方法 

ア 前述のとおり、年 2 回の賞与支給時における成績評語を参考にして昇給評

語が決定されるが、その S から D まで 5 段階の標準分布は次表のとおりであ

る。 

評  語 S A B C D 

標準分布 5％ 20％ 55％ 15％ 5％ 

 

イ 夏と冬の成績評語が同じならば、翌年 4 月の昇給評語もそれと同じ評語と

なるが、夏と冬で異なった成績評語となった場合は、基本的には後の評価が



 

 

優先されて昇給評語が決定される。 

しかし、これはあくまでも原則であり、例えば夏に A をとり冬に B をとっ

た者は、翌年 4 月の昇給において A か B を部門の長の責任において決定され

ることとなっている。 

(5) 成績評語の決定方法 

ア 成績評語は、毎年、夏(以下「上期」という。)と冬(以下「下期」という。)

の年 2回の賞与支給にあたって決定されるが、その評価の対象となる期間(以

下「評価期間」という。)は、上期が前年の 11 月からその年の 4 月までの 6

か月間であり、下期がその年の 5 月から 10 月までの 6 か月間となっている。 

なお、上期と下期の賞与の支給はそれぞれ 6月と 12 月である。 

イ 成績評語の決定は 3次にわたる評価調整を経て行われる。 

a 第 1 次評定 

第 1 次評定とは、まず現場の管理監督者である課長が、会社から与えら

れた「成績評価基準書」の評価要素ごとに、各人の点数をつけることをい

う。 

その評価要素には、①服務、②就業活動(I)、③就業活動(II)、④作業能

率、⑤成果の 5つがあり、それぞれに 4つの着眼点がある。 

課長は等級別に各人の点数をつけるのであるが、その際評価要素ごとに

標準者を定めてその標準者の点数を 10 点とし、さらに評価対象者がその標

準者と比較して何点であるかを、6点から 14 点までの範囲で点数をつけて

いく。 

そして各人について、その合計した点数(素点)を、そのまま部長あるい

は事業所長(工場の場合)に報告する。 

これらの作業を行う者を第 1 次評定者といい、課員を同じ等級ごとにグ

ルーピングしてその中で比較する作業を行うが、この段階では S から D ま

での成績評語はつけない。 

b 第 2 次評定 

第 2 次評定とは、部長あるいは事業所長が各課長から提出された評価書

をもとにして、事業所・部全体で各等級ごとに素点に従って順位をつけて

いくことをいう。 

この場合課長によって、比較的甘く評価する人もいれば逆に厳しく評価

する人もいることから、各課によって評価の基準が異ならないよう、事業

所・部全体としての調整がなされる。 

そして、この事業所・部単位のグループで、前記(4(4)ア)の標準分布に



 

 

従って S から D までの 5 段階の成績評語がつけられ、この段階で事実上ほ

とんど決定される。 

c 第 3 次評定 

第 3 次評定とは、総務課長をスタッフとして総務部長が、現場の評価を

優先しながら、各事業所・部から集まったものをもとにして全体調整する

ことをいう。 

この段階では、第 2 次評定で決まった各等級ごとの順位付けを変えるこ

となく、各事業所ごとに評価の境目にある人を中心にバランスがとれてい

るかどうかの微調整を行うが、境目にある者をどう評価するかは、その所

属上長ないし最終的には総務部長の判断による。 

ウ こうして最終的に成績評語(S～D)が決定されるが、その各人の結果は、賞

与の支給明細書が渡される約 1週間前に各課長に対して通知される。 

エ 以上のような評価制度は、仕事の実績に評価をおき客観的・合理的な成績

評価制度によって運営されることとなっており、3次にわたる評定でもその査

定が恣意的にならないよう、査定基準として課長の評価基準や部長の調整基

準といったものが定められているが、社内には公開されていない。 

しかし、各人の考課査定がどのように行われるのか、昇給評語(S～D)がど

のような仕組みで決定されていくのかという、いわば運用方法について会社

が組合に説明したことはなかった。 

(6) 年令調整による昇給号数 

ア 新制度では能力主義による賃金決定を行っているが、傾向としては年功賃

金型になっている。 

しかし、ある等級に格付けされている者が、そのままその等級に長く滞留

すると年々賃金が高くなってしまって、仕事内容がさほど変わらないのに同

一等級内の若年層との賃金バランスが崩れてしまうこととなる。 

イ そこで、そのバランスを図り同一等級内に長く滞留した者の昇給を抑制す

るために設けられたのが、調整年令である。 

調整年令は 2 段階定められ、ある年令に達するとその年度から次表のよう

に昇給号数の調整が行われる。 



 

 

 

調 整 年 令 表 

第一次調整 第二次調整 等

級 該当年令 昇給号数 

等

級 該当年令 昇給号数 

1 26 才から 1 31 才から

2 32 才から 2 39 才から

3 36 才から 3 42 才から

4 41 才から 4 46 才から

5 46 才から 5 51 才から

6 52 才から 

昇

給

評

語 

6 ― 

昇

給

評

語 

 

このように、等級を低く据え置かれると年令が高くなるに従って、昇給面

では若年層と同じ査定を受けても昇給号数が抑えられてしまうことになる。 

これは賞与の支給額にも影響してくる。 

ウ 社員に配布された説明用小冊子(第 1 の 3 カ)には、新制度の基本のひとつ

として「昇給・昇格および賞与等については、能力主義的な運営をはかるた

めに、これを明確に制度化」することがうたわれている。 

しかし、会社では実際の運用上、同一等級内での滞留年数の上限を定めて

おらず、救済措置として例外的に昇格するという取り決めや基準といったも

のも設けていない。 

長期間滞留すれば、たとえ評価が低くても昇格する資格が生じることには

なるが、その都度の会社の評価即ち直属の上司ないし最終的には総務部長の

判断で決定されている。 

(7) 賞与 

ア 賞与の配分は下記の式により支給される。 

個人別賞与配分額＝基本給比例部分(A)＋成績比例部分(B) 

(A)＝基本給×α×出勤係数 

(αは月数で、労使協定で決まるもの) 

出勤係数＝過去 6か月間の 

出勤日数(出勤すべき日数－欠勤日数)／出勤すべき日数 

(B)＝一点単価×等級別成績評語別配分点数×出勤係数 

(一点単価は、労使協定で決まるもの) 

S 4 号 

A 3 号 

B 2 号 

C 1 号 

D 0 号 

 

S 5 号 

A 4 号 

B 3 号 

C 2 号 

D 1 号 



 

 

等級別成績評語別配分点数表 

等級

評語 
1 2 3 4 5 6 

S 130 210 280 380 490 600 

A 110 160 220 290 390 500 

B 100 130 170 230 300 400 

C 90 110 140 180 240 310 

D 80 80 110 140 180 240 

 

イ このように基本給が低ければ賞与の基本給比例部分(A)は少なくなり、さら

に等級や評語が低いほど成績比例部分(B)も少なくなって合計の賞与額も少

なくなる。 

(8) 中途採用者の取扱について 

会社には中途採用者もいるので、たとえ同期同学歴で入社した者どうしであ

っても入社時の年令や経験が異なることから、会社では入社前の経験を加味し

つつ、年令を第一の要素として賃金決定を行っている。 

なお、組合としても中途採用者の場合は年令や経験の違いから、新卒者とは

最初から取扱いが異なるものと認識していた。 

5 改善提案制度と QIC 活動 

ア 会社には『私の考え』と呼ばれる改善提案制度があり、社員は毎月、その提

出を求められているが、その内容としてはそれほどレベルの高いものが要求さ

れているわけではなく、各々の仕事の中で工夫できるような日常的で非常に簡

単なことが提案されている。 

イ 同時に、会社では QIC 活動即ち品質管理のサークル活動に取り組んでおり、

主に同種の仕事をしている者どうし約 7～8 名で小グループが構成され、年に

一度開催される全国大会(全社的発表会)に向けて活動している。 

ウ 会社は、QIC 活動は仕事と同じであると位置付けており、QIC 活動したもの

はすべて『私の考え』に移しかえて提案すること、即ち『私の考え』を多く出

すことを QIC 活動の狙いとしていた。 

その提案は、職場に備えつけの提案用紙に記入して QIC 委員会に提出するこ

とになっており、QIC 委員会が QIC サークルごとに『私の考え』の提案件数の

統計をとって、毎月 1回の全体朝礼の際に発表している。 

つまり、『私の考え』という改善提案制度と QIC 活動は不可分一体のもので



 

 

ある。 

エ 申立人組合員らは、後述するごとく時期等について例外はあるものの、その

ほとんどの者が QIC 活動から排除されていたため、『私の考え』を提案するこ

ともほとんどなかった。 

オ この QIC 活動は主に昼休みや終業時間後に行われており、組合としては、会

社が QIC 活動を就業時間外に行わせながらも、残業手当を支払わないのは問題

があるとしていた。 

6 申立人組合員の状況及び新しい賃金制度における評価等について 

(1) X1 について 

ア 昭和 52 年 8 月、X1 は技術部開発課に所属していたが、組織変更と人事異動

によって開発課課員は X1 と X9 の二人だけを残し、他の者は全員新設された

技術一課等に異動となった。 

さらに昭和 55 年 8 月、同じく組織変更と人事異動によって X9 が制御機器

事業部に異動となってからは開発課課員は X1 一人だけとなった。 

イ こうした組織変更と人事異動について、会社からの説明は全くなかったう

え開発課の業務内容さえも説明されず、当時 X1 は MU 及び MD ファンの新製品

開発のうちフレームと羽根を担当していたが、ファンを専門的に扱うセクシ

ョンは別にあったので、X1 には開発課の必要性さえも皆目見当がつかない状

態であった。 

ウ また、昭和 52 年 8 月以降 X9 と二人だけ開発課に残されてからは、会社の

動きや技術系の職場の課題などが全く分からない状態となった。 

エ 昭和 56 年 2 月、新制度が導入されると X1 は大学卒業後入社して既に 10 年

以上経過していたが、3等級に格付けされた。 

オ 昭和 58 年 8 月 5 日、Y5 部長兼開発課長(以下「Y5 部長」という。)からフ

ァンの羽根の三次元座標をパソコンを用いて求めるようにとの指示を当時受

けていたので、X1 は残業について Y5 部長から指示されたことは一度もなかっ

たが、終業時間後もパソコンを用いてこのプログラムを作成していたところ、

Y6 品質管理部長(以下「Y6 部長」という。)から「残業しろと言われているの

か。」とか、「やれって言われてないんだろう。サービス残業じゃないか。君

らは勝手に判断してやるのか。」などと言われ、急ぎの仕事であったにもかか

わらず途中で止めざるを得なかった。 

カ その後も Y5 部長から残業の指示を受けたことは一度もなかったので、残業

は全くしなかった。 

なお、当時も現在も、会社と組合との間でいわゆる 36 協定は締結されてい



 

 

ない。 

キ 昭和 58年 12月 29日、夕礼(仕事納め)に出席していたところ Y6部長から、

「X1 君、これは会費制だよ。」とか「早く行きなよ。帰りなよ。」などと言わ

れた。 

X1 は入社以来夕礼が会費制であると言われたことなど一度もなく、会費は

いくらで誰に納めればよいか何度も尋ねたが、Y6 部長はそれには答えず、た

だ「帰りなよ。」と繰り返すばかりで、結局その場を退出せざるを得なかった。 

ク 昭和 59 年 12 月 29 日、昨年の例もあったので、事前に夕礼の会費について

Y6 部長に尋ねたが、「出たくないんだろう。帰れば。」などと言うだけで、結

局帰らざるを得なかった。 

この年以後夕礼の連絡さえもなくなり、X1 が気を利かして夕礼には参加し

ないという状態が続いている。 

ケ 昭和 55 年 12 月から昭和 60 年 12 月にかけて、組合業務を理由に職場離脱

をしたとして、早退もしくは欠勤扱いとされた日が 31 日あったが、実際は一

部、ストライキや有給休暇があるものの、そのほとんどが会社の不当労働行

為をめぐる裁判に当事者又は証人として出席したものであった。 

X1 は有給休暇で労働委員会の審問や裁判に出席する場合は、休暇願の理由

欄にその旨必ず明記していたし、それが組合業務であるときは Y5 部長に事前

に話をし、Y5 部長が不在ならば、Y7 部長か Y6 部長にその旨伝えていた。 

そして、必ずその時点での仕事の進捗状況を口頭もしくはレポー卜によっ

て報告していた。 

コ 昭和 56 年上期から昭和 62 年 4 月昇給に至るまで、Y5 部長が第 1 次評定を

行ったが、その結果はすべて C評価であった。 

サ 平成元年 8 月、生産技術部開発課に異動となり、現在に至っているが、同

課はこのときに新設された課であり、課員は X1 一人だけであった。 

生産技術部では、X1 の机だけキャビネットの裏側の実験室側に配置され、

他の生産技術部の社員から隔離された状態におかれている。 

また、「生産技術部」と題する会社見学者用のパンフレットには、各課の業

務内容とその課員全員の氏名及び顔写真が掲載されているが、開発課だけは、

開発課という名称のみ記載されているに過ぎず、その業務内容はおろか X1 の

氏名も顔写真も掲載されなかった。 

(2) X2 について 

ア X2 は、入社すると豊四季事業所開発二課(後の製造技術課)に配属され、設

備機械のツーリング設計や新機械の導入等を行ったが、昭和 49 年 10 月から



 

 

約 1 年間、土浦事業所の駐在員として派遣させられ、昭和 50 年 10 月、再び

製造技術課に戻った。 

その後、昭和 51 年 5 月頃から仕事を徐々に取り上げられ、同年 8月中旬に

は完全に業務をはずされて 1 年以上もレポート書きなどの単純業務をやらさ

れた。(第 1の 2(3)、第 2次申立事件) 

X2 は、昭和 54 年 8 月まで製造技術課に所属し、その後は開発部、技術一

課と配置転換された。 

イ 昭和 56 年 2 月、新制度が導入されると X2 は大学卒業後入社して既に 10 年

以上経過していたが、2等級に格付けされた。 

ウ 昭和 56 年 8 月、豊四季事業所工機事業部(以下「工機部」という。)に配属

されたが、工機部が同年 10 月にオリエンタル工機株式会社(以下「工機(株)」

という。)として独立すると、在籍出向の形で工機(株)に配属された。 

工機部及び工機(株)において、X2 は 3～4 名編成の 4 つの小グループのう

ち Y3 マネージャーをリーダーとする Y3 グループに所属し、機構組付、電気

配線及び油圧配管工事を担当していた。 

エ Y8 工機部(後、工機(株))次長兼製造技術課長(以下「Y8 課長」という。)が

第 1 次評定を行ったところ、その結果は昭和 56 年下期から昭和 57 年下期に

至るまですべて C評価であった。 

オ 昭和 58 年 3 月、Y8 課長が工機(株)次長職を解かれ、製造技術課長のみを務

めることとなったので、その後任は Y2 課長となった。 

カ 昭和 58 年 5 月 24 日、X2 は、同じく工機(株)の社員である X8 らとともに東

葛総行動(第1の2(6))に参加したため、その翌日X8と一緒に吊し上げを受け、

同月 26 日から翌 6 月 15 日まで仕事を与えられず、一日中立って本を読んで

いた。 

そして、それ以後、工作機械のペンキ塗りの仕事を与えられたが、これは

X2 だけがやらされたものであり、X2 は「元の仕事に戻して下さい。」と Y2 課

長に言っていた。 

キ 同年 8月、製造技術課に配置転換となり再び Y8 課長の部下となったが、そ

の仕事内容は機械整備とペンキ塗り作業であった。 

ク X2の第1次評定は、昭和58年 4月昇給及び同年上期についてはY2課長が、

同期下期については Y8 課長が行ったが、その結果はすべて C 評価であった。 

ケ 昭和 59 年 1 月、豊四季事業所総務課に配属されると、営繕業務の担当とな

ったが、その担当者は既に 20 年近く同業務を行っている X10 という 2等級の

ベテラン社員と、X2 の二人だけであった。 



 

 

コ X2 は、営繕業務としてボイラーの保守・管理、厚生施設の維持管理、植木

の手入れや除草作業などの環境整備、スクラップや産業廃棄物を業者に引き

取ってもらう時の立ち会い、机やイスなどの修理、サービスヤード(焼却炉や

ごみ捨て場等があった屋外の場所の呼称)や換気扇の清掃などそのほかにも

様々な雑用的仕事をやらされたが、大卒で機械を専攻した者でこのような営

繕の仕事をやらされたのはX2が初めてであり、在職中の昭和63年10月8日、

死亡するまでこの業務は続いた。 

サ 昭和 59 年 4 月昇給及び同年上期の評価は Y9 総務課長(以下「Y9 課長」とい

う。)が行い、その結果はともに C評価であったが、X2 はこの上期賞与の面談

時には技術の仕事がしたい旨述べた。 

シ 昭和 59 年 8 月、Y10 豊四季事業所長(以下「Y10 所長」という。)が総務課

長を兼務することとなり、第 1 次及び第 2 次評定を行ったところ、その結果

は昭和 59 年下期から昭和 60 年上期に至るまですべて B評価であった。 

ス 昭和 60 年 6 月から、X10 社員とともに「チップコンベアーの囲いの設計・

作成」を行ったが、これはプレスしたあとに生じる鉄くず処理に際し、ベル

トコンベアーで運んで一箇所に落とす時ひどい騒音が生じるので、その防音

のための囲いを設計して作成することであった。 

セ 昭和 60 年下期についても Y10 所長が評価を行ったが、その結果は C評価で

あった。 

ソ 昭和 61年 3月、Y10所長の後任はY11(当時、技術課長も兼任していたため、

以下「Y11 課長」という。)となったが、X2 の仕事内容に変化はなく、昭和 61

年 4 月昇給から同年下期に至るまですべて C評価とされた。 

よって、昭和 62 年 4 月昇給についても C評価となった。 

(3) X3 について 

ア X3 は入社すると豊四季事業所製造部モーター組立課に配属され、以後製造

現場の各業務に携わり、昭和 49 年 11 月、土浦事業所第一課機械係に配属さ

れてからは主に研削加工業務を担当していたが、昭和 51 年 6 月頃、普段アル

バイトや守衛が行っていたギヤシャフトキー溝のバリ取りという単純作業を

やらされた。 

そして昭和 54 年頃からは徐々に研削加工業務を減らされ、かわりに部品の

運搬作業が増えていった。 

イ 昭和 55 年 8 月同事業所管理課に配属となったが、X3 に対して管理課の業務

内容も X3 自身の仕事内容についても説明されないまま、当時既に製造現場で

の経験が 10 年以上あったにもかかわらず、部品の運搬やメール便の積み込み



 

 

等をやらされた。 

ウ 昭和 56 年 2 月、新制度が導入されると X3 は高校卒業後入社して 15 年を経

過しようとしていたが、1等級に格付けされた。 

エ X3 は昭和 56 年 4 月から昭和 57 年 4 月までの約 1 年間で 8 回にわたり、組

合業務あるいは東京地裁傍聴を理由に職場離脱をしたとして早退あるいは欠

勤扱いとされたが、そのほとんどが茨城地労委事件(第 1 の 2(5))に関し当事

者あるいは参加人組合の役員として東京地裁に出席したものであった。 

オ X3 の第 1 次評定は Y12 管理課長(以下「Y12 管理課長」という。)が行った

が、その結果は昭和 56年下期及び昭和 57年 4月昇給ともに C評価であった。 

カ 土浦事業所では昭和 52 年頃から生産方式の研究を行っていたが、昭和 55

年頃にはそれまでの計画生産方式を後工程引取方式に改めることで組立加工

の生産体制の見直しを図っていった。 

この方式では、『かんばん』と呼ばれる道具を用いて配膳が行われるように

なったが、この『かんばん』には、「何を、どこから、いつまでに、どれだけ、

どこへ持ってくるのか」という指示が全部入っていた。つまり、引取情報や

生産指示情報を表示することで見込み加工によるつくり過ぎを防ごうとした

のである。 

キ このような生産体制のもとで X3 は、主に部品の運搬・配膳業務を担当する

初の専任者となり、仕入先から入ってきた部品をマーケット(部品の管理場

所)の入口まで運ぶ作業を行った。 

そして、後にこの仕事が拡大し、部品に『かんばん』を付けてマーケット

の中に入れる作業を行った。そのほかギヤケースを素材置き場から加工セク

ションに運び、加工後はラインサイドのマーケットに運ぶ作業も行っていた。 

ク これらの作業については、あらかじめその配膳ルートと配膳の一通りの作

業をこなすのに必要な標準時間(以下「サイクルタイム」という。)が定めら

れていたが、このサイクルタイムは、まず生産台数を基準として、日産の台

数からその台数に相当する部品をどのくらい動かさなければならないかを、

加工状況を踏まえながら定められたものであった。即ち、モーターを作って

いる生産ラインの作業実態に合わせて運ぶ数や台車に載せる回数といったも

のが定められたのであって、運搬・配膳者の作業実態に合わせたものではな

かった。 

ケ X3 の場合、このサイクルタイムは 40 分に 1 回と定められ、昭和 58 年 6 月

に新工場が竣工されてからは配膳ルートが何度か変更されたものの、最終的

には 20 分に 1回と定められた。 



 

 

しかし、X3 は新工場の竣工前も竣工後も所要時間に大差はなく、一回り 45

分から 1時間を要しており、コンスタントに 20 分で一回りすることは不可能

であると思っていた。 

コ X3 が会社の定めたサイクルタイム通りにできなかったのは、例えばモータ

ーケースの素材の入ったバケット(1 箱につき、約 15 キログラム)や 20 キログ

ラムを超えるリバージング等の重量物を、台車への積み降ろしも含めてその

運搬を一人で行っていたうえ、その間に部品空箱の梱包、倉庫整理、切粉の

回収・運搬などの作業も行っていたためであり、しかも作業中製造現場で、

他の作業者から工程外の部品の運搬を頼まれて運んだり、仕入業者から納品

先等を尋ねられれば、教えたり案内するなどしていたためであった。特に新

工場ができた当初は納品場所がたびたび変わったので、なおさらのことであ

った。 

よって、サイクルタイム通りに部品の運搬・配膳ができなくてラインに欠

品が生じたときは、マネージャーらが部品を取りに行くこともあった。 

サ このように、サイクルタイム通りに回れないので、新工場ができてから、

上司である Y13 管理課長(以下「Y13 課長」という。)は、X3 と一緒に何度か

配膳ルートを回り、チェックしたことがあったが、その時は一日中一緒にい

たわけではなく、しかも部品を積み込んで運んで降ろす作業のみであって、

他の倉庫整理等の作業は行わなかったし、仕入業者が話しかけてくることも

なかった。 

なお、Y13 課長は、X3 の作業実態を踏まえてサイクルタイムを見直すとい

うようなことはしなかった。 

シ 当時管理課では複数の QIC サークルがあったが、X3 は参加させてもらえず、

また、改善提案については、教えられなかったため、その提出の仕方も提案

用紙があることも知らなかった。 

従って、実際に提案したことはなく、X3 の方から尋ねたこともなかった。 

ス X3 は、例えば裁判に出席するなど組合業務として早退等する場合には、あ

らかじめ課長に、あるいは課長が不在ならばその下の者にその旨伝えており、

昭和 57 年 3 月 16 日、4 月 22 日及び 6月 8 日の 3日間、組合業務を理由に職

場離脱をしたとして早退扱いとされたが、これらについても前記エと同様、

茨城地労委事件に関し、当事者あるいは参加人組合の役員として東京地裁に

出席したものであった。 

セ そのほか、同年 12 月 1 日、自宅の割れた窓ガラスの修理のために午前 10

時過ぎになって出社したが、あらかじめ、Y14 主任(以下「Y14 主任」といい、



 

 

課長昇進後は「Y14 課長」という。)に遅刻する旨電話で連絡を入れ、Y13 課

長に伝えてくれるよう依頼していた。 

ソ 当時、管理課で 1等級の男子社員は X3 だけであり、他に女子社員が 5名い

たが、女子社員は購買関係の窓口等を担当し、配膳業務まではやらなかった。 

また、パートは X3 のように『かんばん』に従って運搬を行うことまではあ

まりやらなかったものの、主に配膳作業に従事しており、X3 と同じような仕

事をしていた。 

なお、X3 のような仕事をしている男子社員はほかにはいなかった。 

タ Y13 課長が第 1 次評定を行ったところ、その結果は昭和 57 年上期、下期と

もに C評価であり、従って昭和 58 年 4 月昇給についても C評価となった。 

同様に昭和 58 年上期から昭和 59 年上期までについても、すべて C 評価と

なった。 

チ 昭和 59 年 12 月、Y13 課長が出向し課長席が空席となったので、第 1次評定

者はY14主任となり、その後昭和60年3月にY14主任は管理課長となったが、

その頃管理課には全部で約 15 名の課員がおり、男子社員で 1 等級の者は X3

だけであった。 

ツ X3 の仕事内容に変化はなく、やはりサイクルタイム通りに部品を運ぶこと

はできず、昭和 59 年下期から昭和 61 年 4 月昇給に至るまですべて C 評価と

された。 

なお、昭和 60 年 6 月、Y14 課長に対し、「今の仕事を変わりたい。もっと

高度な仕事がしたい。」と述べた。 

テ 昭和 61 年 6 月、それまで長く 1等級に据え置かれたままであった X3 は、C

評価を受け続けてきたにもかかわらず 2等級に昇格した。 

これは前記(第 1の 4(6)ウ)認定のとおり、当時の Y10 所長の判断によるも

のであった。 

ト 昭和 61 年 6 月、同事業所生産課に配属となり、同時に X3 の担当していた

運搬・配膳専任者という仕事はなくなった。 

ナ 生産課で、X3 はシャフト付きピニオンスパーギヤの部品加工を内製化(社内

で製作すること)するための、メンテナンスの行われていない遊休設備を用い

たラインを担当した。 

ニ Y15 生産課長(以下「Y15 課長」という。)が第 1次評定を行ったところ、そ

の結果は昭和 61 年下期及び昭和 62 年 4 月昇給ともに C評価であった。 

(4) X4 について 

ア X4 は昭和 47 年 2 月、豊四季事業所製造部治工具管理課で工具室リーダーに



 

 

指名された。 

リーダーは職制ではないが、実作業は休みの者の補充程度でほとんど行わ

ず、課長及び主任を補佐する役であった。 

しかし、昭和 51 年 4 月、工具室リーダーとしての業務を解かれ、ドリル再

研削等の実作業への格下げ的な業務変更がなされた。(第 1 の 2(3)、第 2 次

申立事件) 

イ 昭和 56 年 2 月、新制度が導入されると X4 は高校を卒業後入社して既に 10

年以上経過していたが、2等級に格付けされた。 

ウ 昭和 56 年当時、電気事業部第一課に所属し電磁ブレーキの部品加工を担当

していたが、モールド不良等の工程内不良が問題となっていたので、これを

解決するため他の課員らが「コイル高さチェックゲージ」を作成した。 

しかし、これだけで直接的に不良低減に結びつくものではなかったうえ、

これについては X4 が直接携わっていた業務ではなかった。 

エ X4 は、昭和 56 年上期の評価期間中において本社抗議要請行動のため 1回早

退したほか、上部団体の執行委員会に出席したため欠勤扱いとされた日が 5

日あった。 

同様に同年下期の評価期間中においても、上部団体の執行委員会に出席し

たため欠勤扱いとされた日が 2日あった。 

オ 当時、第一課長が不在であったため、Y15 第一課長代理(昭和 57 年 5 月から

は、第一課長)が第 1 次評定者であったが、X4 は昭和 56 年は上期、下期とも

に C評価とされ、従って昭和 57 年 4 月の昇給も C評価となった。 

カ 昭和 57 年の上期と下期についても、Y15 課長が第 1次評定者であったが、B

評価とされ、従って昭和 58 年 4 月昇給も B評価となった。 

キ 昭和 58 年 5 月 24 日、X4 は指名ストライキとして、東葛総行動に参加した。

(第 1の 2(6)) 

同日の指名ストライキについては、組合から会社に対して 5月 23 日付けで

指名ストライキ通告書を提出してあったが、X4 は職場離脱による欠勤扱いと

された。 

ク 会社では、昭和 59 年度に「製品別縦割り組織の確立に邁進する」こと、昭

和 60 年度には、「製品別縦割り生産の完成に邁進する」ことが会社方針とし

て打ち出された。 

昭和 60 年 8 月、組織変更と人事異動が行われて生産課は 7つのグループに

分かれ、生産方式が改められたことにより、社員は一工程だけでなく複数の

工程をこなすこと、即ち多能工となることが要請されるようになり、これを



 

 

推進するため生産課ではあらかじめ昭和 59 年 12 月に時差勤務が実施された

が、このとき X4 には時差勤務について、何の話もなかった。 

ケ X4 は、昭和 60 年 3 月 8 日及び 6月 14 日、第 2 次申立事件(第 1の 2(3))に

関し千葉地裁に証人として出頭したが、欠勤扱いとされた。 

コ 昭和 60 年上期及び同年下期について、Y15 課長が第 1 次評定を行ったとこ

ろ、ともに C評価とされた。従って昭和 61 年 4 月昇給についても C評価とさ

れた。 

サ 昭和 61 年当初ローター研削を担当していたが、同年 3 月 3 日から同月 31

日までの期間、繁忙対策として生産課の全男子社員を対象に時差勤務を実施

することとなった。 

これは普通勤務が 8時 25 分から 17 時 25 分まで、遅番勤務が 12 時 40 分か

ら 21 時 40 分までであって、一週間交替であった。 

シ 組合は、もともとこの時差勤務には反対であって、強制しないこと等を会

社に要求していたが、書記長を務める X4 が時差勤務に就くと組合の運営に支

障をきたすとして、会社に X4 を時差勤務から外すことを文書で要求すること

を決定した。 

そして、文書提出の前に、X4が Y15課長にこの旨口頭で申し入れたところ、

Y15 課長から「今回については、交替はやらなくていい。」と言われた。 

ス 当時の生産課は、人数が多く、一グループについてみると、3等級のグルー

プ長を筆頭に男子社員が約2～4名(2等級)、女子社員が1～2名(1等級)おり、

その他パートを含めて 10～20 名の構成であった。 

なお、昭和 61 年 6 月頃、全グループあわせると、X4 を含め 2 等級社員は

約 20 名いた。 

セ 昭和 61 年 3 月、生産課長は Y15 から Y16(以下「Y16 生産課長」という。)

にかわり、Y16 生産課長が第 1次評定を行った。その際の評価方法は、各グル

ープ長がそのグループに属する社員を評価した後で、Y16 生産課長が全グルー

プ長を集めてグループ間の調整をし、最終的に評価するというものであった。 

ソ Y16 生産課長が、昭和 61 年 4 月昇給から昭和 62 年 4 月昇給まで評価したと

ころ、すべて C評価であった。 

タ 昭和61年12月、Y16生産課長とY17グループ長に就業時間中に呼び出され、

「門前で騒ぐような人が増えては困るから、忘年会には出ないで欲しい。」と

か、「会費は受け取らないから。席ないから。」などと言われた。 

同様に昭和 63 年 9 月 20 日、Y18 グループ長から呼び出しを受けた X4 は、

生産実績を上げる決起パーティ出席の件で、Y16 生産課長から「会社に迷惑



 

 

をかけるようなのは、出なくていい。」と言われたので、「ビラまきは妨害す

るし、労働委員会や裁判所の命令も判決も守らないで何を言うか。」と返答し

たところ、「いやなら辞めればいいじゃないか、いやなら会社にいることない

だろう。」などと言われた。 

(5) X5 について 

ア X5 は入社すると治工具管理課に配属され、昭和 49 年 5 月に土浦事業所に配

置転換されたが、入社以来 8年間治工具管理の仕事を担当してきた。 

しかし昭和 51 年 3 月、同業務からはずされてバー材切断作業やギヤシャフ

トキー溝バリ取り作業等の単純作業を命じられた。(第 1 の 2(3)、第 2 次申

立事件) 

イ 昭和 56 年 2 月、新制度が導入されると X5 は高校を卒業後入社して既に 10

年以上経過していたが、2等級に格付けされた。 

ウ 昭和 56 年には、土浦事業所第一課に所属しモーターシャフトの転造(軸に

刻みつけること)をシャフト付きピニオンの転造・加工のほか焼入れの段取り

を行っていたが、焼入れ自体は女子社員が行っていたので、X5 はその指示に

基づいて段取りを行うだけであったし、転造作業では、不足してきた部品の

補充をするために、X5 なりに加工順番を決めて行っていたから、欠品を生じ

て生産に支障をきたしたということは聞いたことがなかった。 

エ 当時、土浦事業所では、未納入台数ゼロを課題として取り組み、そのため

に工程間をつなぎコックマーケット(製品を入れておく場所)の在庫をゼロに

していくということを改善の主眼としていたので、フリーフローラック(半製

品の置場)を設けてあたかもライン化されているような状況を作り出した。 

このフリーフローラックは、加工の順番を決めて欠品をなくすことにより

工程の流れをスムーズにするためのものであって、作業者がラックを見て半

製品が不足してくれば補充をしていくというものであったが、作業順序等は

従前とはかなり変わったものとなった。 

オ また、改善の勉強会も開かれていたが、この勉強会は会社からの強制では

なく、自主参加ということになっていた。 

しかし、主催者は会社の職制であり開催時間は終業時間後であったので、

組合はこの勉強会は業務であるとして就業時間中に行うべきであることを主

張していたし、X5がこれら勉強会への参加を呼びかけられたことはなかった。 

カ X5 は、昭和 56 年 6 月から昭和 57 年 6 月にかけて組合業務を理由に 11 回の

職場離脱をしたとして、そのうち 1 回が欠勤扱いとされた外はすべて早退扱

いとされた。 



 

 

しかし、それら 11 回のうち上部団体の執行委員会に出席したのが 1回、茨

城地労委事件(第 1の 2(5))に関する行政訴訟として東京地裁に出席したのが

8 回であり、残る 2 回はその地裁出席のための打ち合わせであったが、X5 は

就業時間中に組合業務を行うときは常にマネージャーに事前に断っていた。 

キ 残業については、他の課員に比べ時間数では少なかったが協力はしていた。

しかし時間数が少なかったのは、X5 からの残業や休日出勤(以下「休出」とい

う。)の申し出に対し、会社が断ったこともあったからである。 

例えば昭和 58 年 5 月 21 日に休出したところ、Y12 課長、Y19 マネージャー

や Y20 マネージャーらから、「今日は休出だけど、おめえ職場放棄等をして、

残業は前に俺が断わった時があったけど、今日の休出はしなくていいよ。」と

か、「ごちゃごちゃ言っていないで帰れ。9 時 20 分までは仕事やったんだか

ら払うが、これからは払わねえ。」とか、「あんなビラなんかまきやがって、

帰れ、帰れ。」などと言われ、無理矢理帰されたことがあった。 

ク 昭和 56 年下期から昭和 58 年下期に至るまで、Y21 土浦事業所長兼第一課長

(以下「Y21 所長」という。)が第 1次及び第 2次評定を行ったところ、その結

果はすべて C評価であった。 

よって、昭和 59 年 4 月昇給についても C評価となった。 

ケ 昭和 59 年 3 月 1 日、第一課は生産課に名称変更されたが、同課には、2 等

級社員は X5 を含めて約 10 名いた。 

コ X5 の担当していた仕事は、新製品(2GX)の立ち上げに伴って使われるピニオ

ンギヤ(小さい歯車)の加工と、特注関係の転造盤であった。 

このピニオンギヤの加工工程は、最初に材料を供給するとカム式自動旋盤

(後に NC 旋盤)でブランク(歯車にする前の歯切っていないもの)が加工され、

さらにその加工されたブランクが歯切盤で加工されるというものであった。 

サ この歯切盤にはワーク(操作対象物)を 20 ないし 30 個入れておくシュート

があったが専用シュートではなく、間に合わせのものであったため、ワーク

の流れが不安定となってチャッキングミス(つかみ損なうこと)が発生するこ

とがあった。 

チャッキングミスが発生すると、本来ならばマイクロスイッチがはずれて

機械が止まるのであるが、このマイクロスイッチが破損していたり調整が悪

くてその機能を発揮しないことがあり、また、このチャッキングミスが原因

となってワークを固定するコレットチャック(つめドライバー)が破損するこ

とがあったので、X5 はチャッキングミスの防止のため、シュートにスペーサ

ーをはめ込むなどして工夫していた。 



 

 

シ コレットチャックが破損してしまったときは、Y22 マネージャーにその旨報

告しスペアの発注を依頼していたが、急な納期に間に合わせるため、Y22 マネ

ージャーらが OMT に別なコレットチャックの再研磨や加工を依頼したことが

あった。 

このような機械の保守管理についての最終的な責任者は Y22 マネージャー

であった。 

ス 一方、ブランクの加工に際しては、機械で 3 ミリメートルの穴(内径)をあ

けるときに寸法が維持されなかったため、リーマという刃物で穴を手直しで

再加工するリーマ通しという作業があった。 

この作業自体は非効率であったため、Y22マネージャーは X5の作業現場で、

「リーマ通ししなくて済めばいいなあ。」と独り言を言ったことがあったが、

X5 は例えばリーマ通しの取り代を少なくするといった改善を行っていた。 

セ 各事業所には、QIC サークルの専門的なものとも言える Uライン研究会と呼

ばれる改善改良の発表の場があり、土浦事業所でも X11 主任技能員が取りま

とめ役となって月に 1 回研究会が開催されていたが、X5 は出席を求められな

かった。 

ソ 当時、生産課では残業が常にあったが、X5 はほとんど残業をしたことはな

かった。 

しかし残業を完全に拒否していたわけではなく、仕事が忙しいときには申

し出ていたにもかかわらず、正式に残業の要請がなかったり、また、要請が

あったとしても私用や組合活動と重なって残業できなかったのであって、正

式に要請を受けて残業に協力していた年もあった。 

タ また、休暇を取得する際は、事前に直接 Y22 マネージャーに休暇届を提出

していたが、日にちの変更を求められても労働委員会の審問や裁判への出席

のほか組合業務などで、変更することができないことがあった。 

チ 昭和 59 年下期から昭和 60 年下期に至るまで、生産課長が不在のため、Y22

マネージャーが第 1 次評定を行ったところ、その結果はすべて C 評価であっ

た。 

ツ 会社のコストダウン推進等の活動方針に沿って、生産課でも部品の内製化

を促進することとして、遊休設備等を用いてライン造りを完了することから

始めたが、これは必然的に機械設備の稼働時間を長くすることとなり、①車

で通勤していること、②土浦事業所の近くに住んでいること、の 2 つを条件

として昭和 61 年 1 月から二交替勤務が実施された。 

テ X5 は、以前は土浦事業所の近くに住んでいたが、既に住居を移転していた



 

 

ため同事業所の近くには住んではおらず、また、車で通勤もしていなかった

が、昭和 61 年 3 月末頃 Y22 マネージャーから協力を求められたので、既に住

居を移転している旨伝えたところ、その後は二交替勤務の話はなかったので、

自分は二交替勤務の対象からはずれたものと思っていた。 

ト 昭和 61 年 3 月、Y15 が土浦事業所生産課長に就任し、昭和 61 年 4 月昇給及

び同年上期の評価を行ったところ、その結果はともに C評価であった。 

ナ Y15 課長の部下であった頃、X5 の担当は 5GK シャフト付ピニオンの旋盤加

工から研磨、転造、歯切り作業であり、段取り業務も含めて行っていたが、

一日の生産目標があるなどと聞かされたことはなかった。 

ニ 昭和 61 年 8 月 18 日及び翌 19 日、X7 の出向問題について、X5 は会社門前

における要請行動に参加したため、それぞれ 15 分間と 25 分間遅刻したが、

この行動は、会社がこの問題について団交に応じなかったために起こしたも

ので、事前に Y22 マネージャーに通告したうえで遅刻したものであった。 

ヌ 改善改良活動については、自主参加である QIC 発表会(職場ごとの QIC 活動

の成果発表会)が 16 時から 18 時頃まで開かれていたが、X5 は出席しても組合

活動のため終業時間がくると帰ることもあったし、また『私の考え』を提出

することはしなかったが、例えば円筒研削盤砥石巾の改善を行うなど日常的

に改善工夫をしていた。 

ネ 昭和 61 年下期について、Y15 課長が第 1 次評定を行ったところ C 評価とさ

れ、昭和 62 年 4 月昇給も C評価とされた。 

(6) X6 について 

ア X6 は豊四季事業所第二課機械係に配属となって以後モーターケース旋盤加

工、ギヤケース旋盤加工やモーターシャフトの旋盤、転造、歯切、高周波焼

入れ加工等の工作機械を段取りから加工まで場合によっては修理も含めて行

っていたが、昭和 49 年 6 月に土浦事業所が設立されると同事業所生産課に配

属され、スパーブランク専用機とギヤシャフト専用高周波焼入れ機を担当し、

同年秋頃からモーターケースとギヤケースの洗浄作業と塗装作業を行うよう

になった。 

イ 昭和 50 年 9 月に土浦分会書記長及び組合の執行委員となってからは、事業

所長と分会との団交問題、組合事務所貸与に関する問題、組合旗掲揚の問題

等の要請や抗議のため就業時間中に組合活動を行わざるを得ないこともあっ

たが、事前に上司に組合業務を行う旨届けていた。 

ウ 昭和 50 年秋頃、塗装作業から自動転造盤の転造作業の担当に変わったが、

これはX6一人だけで行う作業であり他の作業員とのかかわり合いもなかった



 

 

ので、X6 は自分の組合活動を理由とする差別だと感じていた。 

エ 昭和 55 年 5 月、Y20 マネージャーから Y23 所長付(課長待遇、以下「Y23 課

長」という。)の手伝いをするよう命じられ、工場棟から離れたプレハブ倉庫

でただ一人、渡された図面をもとに部品棚や台車などを電気熔接機で組み立

ててペンキを塗る作業をさせられた。 

X6にとって熔接作業は初めてであり最初の 1か月くらいは指導してもらっ

たが、この作業はもともと外部委託していたものであり、昭和 56 年 7 月、X6

が元の作業に戻ってからは再び外部委託となった。 

オ 昭和 56 年 2 月、新制度が導入されると X6 は工業高校を卒業後入社して既

に 10 年以上経過していたが、2等級に格付けされた。 

カ 昭和 56 年上期から昭和 57 年下期に至るまで、Y21 所長が評価を行ったとこ

ろ、すべて C評価であった。 

キ 昭和 58 年 4 月当時第二課に所属し、ギヤケース加工の自動機械を担当して

いたが、同じグループにはモーターケース加工を担当していた X12 社員のほ

かにパートを含めて 7名いた。 

また、残業については、X6 はできるだけ協力はしていた。 

ク 昭和 58 年 4 月昇給から同年下期に至るまで、Y23 課長が第 1 次評定を行っ

たところ、すべて C評価であった。 

よって、昭和 59 年 4 月昇給も C評価であった。 

ケ 昭和 59 年、X6 は生産課に所属していたが、同課ではギヤヘッド(減速機)

の生産を行っており、当時、部品加工から組立まで、様々な機械が扱える多

能工となることが要請されていたので、残業時間を使った段取りの指導など

を行い、多能工化を図っていた。 

しかし、Y22 マネージャーは、X6 に対してはそのための残業を指示したこ

とはなかった。 

コ 当時、X6 がギヤケース加工の自動機械を担当していた一方で、同僚の X12

社員(X6 と同じ 2 等級)は、いろいろな機械の段取りをする、段取りマンと呼

ばれていた。 

サ そして、その段取り時間の短縮を図ることが課題として掲げられ、そのた

めに QIC 活動が重視されて、社員は毎月、『私の考え』を提出することを求め

られていたが、X6 はこの QIC 活動のメンバーからはずされて声をかけられた

こともなかったし、改善提案についてはその提案用紙の存在は知っていたも

のの、実際には提案したことはなかった。 

シ このほかにも、始業前に行われるミーティングについて Y22 マネージャー



 

 

や他のマネージャー、リーダーから、「ミーティングに出るな。」と何度とな

く言われて、その参加を拒否されていた。 

ス 自動機械は、準備運転をせずに機械を作動させると製品の寸法に支障をき

たすので、午前 8時 20 分の始業時間に入ってすぐに良品ができるよう、午前

8 時前には出社して準備運転をしておくことを Y22 マネージャーは部下に指

示していたし、X6 も午前 8時頃には準備運転を行っていた。 

セ また、数量確保のために残業をせざるを得ないような状況にあったので、

X6 も協力はしていたが、月に 10 時間ないし 20 時間程度であって、全く残業

しない月もあった。 

ソ 休暇取得については、事前に直接 Y22 マネージャーに休暇届を提出して申

請していたが、昭和 59 年 6 月 26 日の東葛総行動に参加することを理由に、

約 1 週間前に休暇を申請したところ、業務繁多を理由に認められなかったの

で、同日は出社した。 

しかし、組合用件で休暇取得する際には、認めないと拒否されても、休暇

を取っていた。 

タ 昭和 59 年下期から昭和 60 年下期に至るまで、生産課長が不在のため、か

わりに Y22 マネージャーが評価を行ったところ、すべて C評価であった。 

チ 昭和 61 年 3 月以降、Y15 課長の部下となったが、同年 8 月 18 日及び翌 19

日は、X7 の出向問題について、会社門前における要請行動に参加したために

遅刻扱いとされた。 

この行動は、会社がこの問題について団交に応じなかったために起こした

ものであった。 

ツ 昭和 61 年 4 月昇給から昭和 62 年 4 月昇給に至るまで、Y15 課長が評価した

ところ、すべて C評価であった。 

(7) X7 について 

ア X7 は入社すると本社総務課に配属され、社内報の編集、社内教育や採用事

務などを担当したが、その後の組織変更により総務課が人事課に名称変更と

なっても職務内容に変化はなかった。 

昭和 49 年 12 月、会社の販売部門である株式会社オリエンタルサービス(以

下「(株)サービス」という。)への出向を命じられて東京支店営業四課(後に、

「販売課」に名称変更された。)に配属されると、製品の店頭販売を担当して

いたが、次第に本来は管理課の業務に属する製品の荷下し、棚への搬入や得

意先への出荷等を担当させられるようになり、昭和 54 年 3 月、同支店管理課

に配属された。 



 

 

イ 昭和 56 年 2 月、新制度が導入されると X7 は大学を卒業後入社して既に 10

年以上経過していたが、2等級に格付けされた。 

ウ 同年 8 月 1 日、(株)サービスの出向を解かれ土浦事業所管理課に配属され

たが、生産現場を知ってもらうためとして生産実習を命じられた。 

この生産実習は、1 か月程度の短期間行えば自分の配属された課に戻るの

が通例であるところ、X7 は最初の 1か月はシャフト付ピニオンラインを実習

し、続いて同年 10 月からギヤシャフトラインの研磨作業に従事して、結局約

1年半にわたって、生産現場の作業に従事させられた。 

エ 昭和 56 年下期及び昭和 57 年 4 月昇給について、Y12 管理課長が第 1次評定

を行ったところ、それぞれ C評価と B評価であった。 

なお、昭和 56 年下期の評価期間中の同年 8月から 10 月までの間で、X7 は

合計 45.84 時間の残業をしていたし、その後も時間数では他の社員より少な

いものの残業はしていた。 

オ 昭和 57 年 5 月、管理課長は Y12 から Y13 に変わり、Y13 課長が昭和 57 年上

期と同年下期の評価を行ったところ、ともに C評価であった。 

なお、同年上期と同年下期の評価期間中における残業時間の合計は、それ

ぞれ 27.34 時間と 60.5 時間であった。 

カ 昭和 58 年 3 月 1 日、第一課に配転されたが、その作業現場は生産実習の頃

と同じ現場であって、引き続きギヤシャフトラインでの研磨作業に従事させ

られた。 

また、残業について上司からの指示はなく、QIC 活動については、その日

時も場所も教えられず、ギヤシャフト加工グループの改善活動にも参加を求

められなかった。 

キ 第一課での上司は Y21 所長兼第一課長であり、Y21 所長が昭和 58 年 4 月昇

給から同年下期までの評価を行ったところ、すべて C評価であった。 

よって、昭和 59 年 4 月昇給も C評価となった。 

ク 昭和 59 年 3 月 1 日、第一課は生産課に名称変更されたが、X7 はやはりギヤ

シャフトラインで研磨作業に従事していた。 

このラインは内製の比率が高かったので、全社的な残業体制のもとでは、

組立の工程が残業をするとそれに追従するような形で残業をせねばならなか

った。 

よって毎日残業が予定されていたが、X7 は Y22 マネージャーやリーダーか

ら残業を要請されたことは一度もなく、残業をしたことはなかった。 

同マネージャーは残業時間(休出も含む。)の長さを協力度として査定の基



 

 

準としていた。 

ケ X7 は、研磨作業が終了したものについては種類別にコックマーケットに入

れていたので、それが後工程に引き取られていく状況はコックマーケットを

見れば把握することができたし、また、Y22 マネージャーやりーダーからの指

示があればもちろんのこと、指示がなくても後工程から要請があれば、優先

的にその要請された種類のものを研磨するというのが現場の実態であった。 

コ 改善提案については、X7 とは担当が違うが同じ課の X13 社員は、機械トラ

ブルの原因分析、対策の基礎作りを完成させて、1984 年度下期個人賞を受賞

したが、これは、Y22 マネージャーが X13 社員に指示して機械修理の専任とし

て行わせたものであった。 

しかし、Y22 マネージャーは X7 に対してはそのような指示をしたことはな

く、X7 から改善提案をしたこともなかった。 

サ 当時、生産課長が不在であったため、Y22 マネージャーが第 1次評定を行っ

たところ、昭和 59 年下期から昭和 60 年下期に至るまですべて C 評価とされ

た。 

なお、2等級社員は X7 を含めて約 12 名いた。 

シ 昭和 61 年 3 月、Y15 が生産課長となり、評価を行ったところ、昭和 61 年 4

月昇給及び同年上期ともに C評価とされた。 

ス 昭和 61 年 7 月 25 日、Y15 課長と Y24 総務課長(以下「Y24 課長」という。)

が X7 に対し OED への出向の内示を行ったので、X7 はこれを拒否したが、同年

8月 4日、会社は人事異動について発表を行って OED への出向(8 月 1 日付)を

発令し、同月 18 日から出向先に勤務するよう命じたところ、同月 11 日、X7

は後述の X9 とともに、千葉地裁松戸支部に出向命令等の効力停止の仮処分申

請(昭和 61 年(ヨ)第 144 号事件)を行った。 

セ 同月 18 日から末日まで、従来どおり就労しようとして土浦事業所に出向い

たが、会社は職制を動員するなどして、X7 の立ち入りを阻止し就労を拒否し

たので、9 月 1 日以降就労を断念したところ、同年 9 月 2 日、会社は X4 書記

長を通じて、X7に対し、8月18日以降については賃金カットすると通告した。 

ソ 同年 11 月 27 日、千葉地裁松戸支部は X7 の仮処分申請を却下したので、同

年 12 月 4 日から OED 商品事業部に就労した。 

タ OED では、製品の組立て・検査・修理を主体に、棚卸し、部品等の発注業務、

台帳整理等の業務に従事したが、これらの業務は、従来主にアルバイトの学

生やパートの女性が担当していたものであった。 

しかも、X7 には事務机が与えられず、事務処理を行う場合には修理等を行



 

 

う際に使う作業机を使用していた。 

チ 会社は、X7 に対し、同年 9 月分以降就労を開始するまでの間、不就労を理

由として賃金を一切支給せず、昭和 61 年年末一時金についても、その算定に

当たって欠勤減率を適用し減額支給した。 

ツ OED での上司は Y25 課長であり、昭和 61 年下期及び昭和 62 年 4 月昇給の評

価を行ったところ、昭和 61 年下期の評価期間中(昭和 61 年 5 月から 10 月ま

で)で、約 2 か月半 OED に出社していない状態であり、C 評価とされ、また、

昭和 62 年 4 月昇給も C評価とされた。 

テ 昭和 62 年 4 月 20 日、組合は X7 の出向命令の取消し等を求めて、当委員会

に不当労働行為救済申立てを行った。(第 1の 2(4)、第 3次申立事件) 

(8) X8 について 

ア X8 は、入社すると豊四季事業所第四課に、昭和 54 年 3 月からは組立事業部

第五課に配属されてモーターの組立を行っていたが、その後同年 8 月、工機

部に配属されると、当初は Y26 グループに所属し旋盤、フライス盤、平面研

削盤等を扱っていたが、昭和 56 年には Y3 マネージャーをリーダーとする Y3

グループに所属していた。 

イ 同グループで、X8 は組付作業や部品加工を担当したが、X8 にとっては初め

ての仕事であったため、最初は経験豊富な Y3 マネージャーと X14 社員の指導

を受けていた。 

ウ 昭和 56 年 2 月、新制度が導入されると X8 は工業高校を卒業後入社して 8

年を経過しようとしていたが、2等級に格付けされた。 

エ 同年 8月、X2 が工機部(後に、工機(株)となる。)に配属され、Y3 グループ

の所属となると、X8 が X2 にフライス加工作業の指導を行った。 

オ 当時の上司は Y8 課長であり、昭和 56 年上期から昭和 57 年下期に至るまで

評価を行ったところ、その結果はすべて C評価であった。 

しかし Y8 課長は当時、技術部製造技術課長も兼任していたため、普段は工

機(株)の現場にはいないことが多く、実際には X8 の作業や日常の状況につい

てはほとんど見ていなかった。 

カ 昭和 58 年 3 月、Y2 課長が Y8 課長の後任となり、評価を行ったところ、昭

和 58 年 4 月昇給については C評価とされた。 

キ 昭和 58 年 5 月 24 日、X8 は X2 らとともに東葛総行動(第 1 の 2(6))に参加

したため、翌日 X2 と一緒に吊し上げを受け、同月 26 日から 31 日まで仕事を

与えられず、一日中立って本を読んでいた。 

その後、中古の冷蔵庫を与えられ、冷凍機を取り出して、それが洗浄機に



 

 

使えるかどうかにつき、レポートに書いて提出するよう指示され、一人で 1

年以上冷凍機の勉強をさせられた。 

ク また、同年 6月から 7月にかけて Y2 課長、マネージャー、主任らから、「朝

のミーティングに出るな。」と何度も言われたうえ、同年 6 月 22 日には組合

ビラについて抗議され、Y26 マネージャーに、「差別じゃなくて区別だ、おま

えらは寄生虫だ。」とか、「おまえに草取りだってさせることもできるんだぞ。

組合をやめろって言ってんじゃねえ、会社をやめろって言ってんだ。」などと

言われ、翌 23 日にも Y2 課長から、「おまえは寄生虫だ、町のダニだ、人間じ

ゃない。」などと言われた。 

ケ 同年 9月 26 日から工機(株)が土浦事業所内に移転となって、X8 はそれから

約 1 か月間、机のペンキ塗り、エアーの配管、会社名の看板書き、電気部品

の整理、カタログの整理、ごみ捨てなどの雑用をやらされたが、同年 11 月 2

日からは連日のように同人の机を通路に出されるという嫌がらせを受けたの

で、X8 はそのたびに机を元の位置に戻していた。 

さらに、同年 12 月には、1.5 メートル四方ぐらいの鉄のカゴに机とイスが

入れられ、机はカゴに配線用電線で結びつけられて、Y2 課長から「こういう

ことをされるのは、おまえが悪いんだ。」と言われたが、その後も昭和 59 年

3 月頃まで、ごみ箱の前に机を置かれるなどの嫌がらせを受けた。 

コ X8 は、前記キの東葛総行動に参加する以前は、残業に協力していたが、そ

れ以後、0MT に勤務していた期間中は残業を指示されたことはなかった。 

サ 昭和 58 年上期から昭和 59 年上期に至るまで、Y2 課長が評価を行ったとこ

ろ、昭和 58 年上期の B評価を除いてすべて C評価とされた。 

シ 昭和 59 年 8 月、土浦事業所総務課に配転となって営繕業務を担当させられ

たが、その仕事は X8 にとっては初めてであったので、X15、X16 の両社員に教

えてもらいながら作業していた。 

特に最初の 3 か月は毎朝のごみ焼却、草取り、工場棟の周囲の清掃等の雑

用をやらされた。 

ス 上司が Y21 所長兼総務課長であった頃、X8 は改善活動への参加を求められ

なかったので、改善提案は出さなかった。 

セ 昭和 59 年下期及び昭和 60 年 4 月昇給について、Y21 所長が評価を行ったと

ころ、その結果はともに C評価であった。 

ソ X8 はその後も営繕業務に従事していたが、前述の業務に加えて、霞ヶ浦条

例による産業排水処理規則に基づく毎日の地下水揚水量の確認や、定期的な

水質検査及び行政当局への報告、産業排水処理施設の運転業務、フォークリ



 

 

フトの運転、他セクションからの依頼による部品棚等の工作その他種々の業

務を行った。 

なお、X8 は昭和 60 年 3 月にフォークリフトの運転免許を取得しており、

同年上期について Y24 課長が評価を行ったところ、B評価とされた。 

タ 当時、X8 は「青空グループ」と呼ばれる改善活動グループに所属して、『私

の考え』として連名で何件か改善提案を提出しており、例えば「働きやすい

環境づくり」をテーマとする改善活動については QIC 発表会のための資料作

成に貢献した。 

チ 昭和 60 年下期から昭和 61 年上期に至るまで、Y24 課長が評価を行ったとこ

ろ、すべて B評価とされた。 

ツ 昭和 61 年 8 月 18 日及び翌 19 日、X8 は X7 の出向問題について会社門前に

おける要請行動に参加したところ、それぞれ14分間と24分間の遅刻とされ、

その分賃金カットを受けた。 

この行動は、会社がこの問題について団交に応じなかったために起こした

もので、X8 は両日とも就業時間前に、この件で遅刻する旨総務課の女子社員

に伝え、Y24 課長にも伝えてくれるよう依頼していた。 

テ また、産業排水処理施設の運転業務について、X8 は自分よりもその扱いに

詳しい X16 社員と二人で担当して、薬品の注入やペーハー管理を行っていた

が、それがうまくいかないことが続き、濾過装置が故障したため、会社はそ

の交換に約 76 万円の費用を要した。 

しかし徹底的な原因究明はなされないまま、後に産業排水処理装置はほと

んど人がつかなくても運転できる新型に切り替えられた。 

ト 昭和61年下期についてはC評価とされたが、この一時金評価の面談に際し、

X8はY24課長からX7の出向問題に関する要請行動についての指摘は受けたが、

濾過装置の故障の件についての指摘は受けなかった。 

(9) X9 について 

ア X9 は入社すると開発部開発課(後に、「技術部開発課」に名称変更された。)

に配属され、交流モーターのデータ測定等の補助的作業に従事し、昭和 55 年

8 月 1 日、直流モーターの一種であるステッピングモーターの設計等を行う職

場である制御機器事業部に配転となった。 

その後、昭和 56 年 3 月から 7か月間、大阪テレフォン・サービスに出張を

命じられたが、同年 10 月 1 日からはモーターの特注品の設計担当を命じられ

て、昭和 58 年 3 月 1 日、ステッピングモーターを取り扱う豊四季事業所技術

課に配転されると、主として他の課員の設計・試作したモーターのデータの



 

 

測定、特性の検討・評価等製品開発の補助的な仕事を担当した。 

イ 昭和 56 年 2 月、新制度が導入されると X9 は大学を卒業後入社して 7 年を

経過しようとしていたが、3等級に格付けされた。 

なお、X9 は技術課でただ一人の 3等級社員であった。 

ウ 昭和 58 年 5 月 24 日、X9 は東葛総行動(第 1 の 2(6))に参加したが、同年 6

月中旬、昭和 58 年上期の一時金の明細書が手渡されるとき、Y11 課長から、

「今回は、一応 B 評価にしておいたけれど、ああいう事が続くんなら分から

ないよ。」と言われた。 

エ こうして同年上期については B 評価とされたが、X9 はそれまで B 評価を受

けていた。 

オ 同年 6 月 24 日、会社は X9 をそれまでのモーターの特注品の設計の担当か

らはずし、モーターの自動検査装置の製作を担当させた。 

カ また、同日昼休み終了直前になって Y11 課長ら 3 名が X9 を取り囲み、「誰

も君のことを仲間だなんて思ってないよ。」とか、「Y27 さん(副社長、労務担

当)も出るんだよ。」などと言って、同日予定されていた新入社員の歓迎会に

出席しないよう強要し、X9 に出席を断念させた。 

キ Y11 課長が評価を行ったところ、昭和 58 年下期から昭和 59 年上期に至るま

ではすべて C 評価であり、昭和 59 年下期については B 評価とされたものの、

昭和 60 年 4 月昇給については再び C評価とされた。 

ク 昭和 60 年 5 月 1 日、X9 は有給休暇を取得して柏地区労主催のメーデーに参

加し、その終了後、組合は柏地区労加盟の労働組合の組合員らとともに、会

社門前で抗議行動に取り組んだところ、会社は、その抗議行動の様子をビデ

オカメラで撮影した。 

ケ 同月 8日、Y11 課長は就業時間中に会社のホール(休憩室)で、前記クで録画

したビデオを X9 に見せながら、「こういう集会はやめろと言ってるでしょ。」

などと言い、さらに X9 が仕事を取り上げるのをやめるよう申し入れたことに

対して、Y11 課長は、「みんなが嫌っている組織に入っている人を、同列の扱

いにできないということはある。」とか、「以前言ったことがあるでしょう、

X9 君にやめて欲しいって。X9 君が才能を持っていることは知っている。それ

を生かして欲しい。言うことを聞かなかったんだから、みんなが嫌っている

んだから同列にはできないでしょう。」などと言った。 

コ 昭和 60 年上期から昭和 61 年上期に至るまで Y11 課長が評価を行ったとこ

ろ、すべて C評価とされた。 

サ 昭和 61 年 7 月 25 日、Y11 課長は X9 を呼び、高松事業所への転勤の内示を



 

 

行ったが、このとき X9 は転勤には応じられない旨返答した。 

シ 同年8月4日、会社はX9に対し高松事業所への転勤(8月 1日付)を発令し、

同月 18 日から転勤先に勤務するよう命じたので、同月 11 日、X9 は X7 ととも

に、千葉地裁松戸支部に転勤命令等の効力停止を求める仮処分の申請(昭和 61

年(ヨ)第 144 号事件)を行った。 

そして、同月 18 日から末日までの間、従前通り就業しようとして柏事業所

に出向いたが、会社は職制を動員するなどして X9 の入構を阻止し、就労を拒

否したので、9月 1日以降 X9 は就労を断念した。 

ス 同年 9 月 2 日、会社は X4 書記長を通じて、X9 に対し、8 月 18 日以降につ

いては賃金カットすると通告した。 

セ 同年 11 月 27 日、千葉地裁松戸支部は前記仮処分申請事件について、X9 に

対する本件転勤命令の効力を仮に停止し、同年 9 月 1 日から本案判決確定に

至るまで毎月 25 日限り 1 か月につき金 20 万円を仮に支払うことを命ずる等

の旨の決定を行った。 

ソ 同年 12 月 3 日付けで、会社は X9 に対し内容証明郵便をもって、①仮処分

決定に基づき、柏事業所技術課への仮就労を命ずる、②これはあくまで仮就

労であり、本件転勤命令を撤回する趣旨ではない旨通知を発した。 

タ X9 は従来会社から、毎月 240,779 円の賃金の支給を受けていたが、会社は

同年 9月分以降、千葉地裁松戸支部の決定で命じられた毎月 20 万円の仮払賃

金から公租公課を控除した額を支払っている。 

なお、昭和 61 年の年末一時金については、減額して支給され、昭和 62 年

の夏季一時金及び年末一時金はともに支給されなかった。 

チ 昭和 62 年 4 月 20 日、組合は X9 の配転命令の取消し等を求めて、当委員会

に不当労働行為救済申立てを行った。(第 1の 2(4)、第 3次申立事件) 

ツ 平成2年6月、会社は書類上でX9を高松事業所から柏事業所に再転勤させ、

同年下期の評価を D評価とした。 

第 2 判  断 

Ⅰ 申立人組合員に対する賃金上の差別について 

(1) 申立人主張 

会社は、昭和 56 年 2 月に新しい賃金制度を導入し、同制度を恣意的に運用

してきた。 

そのため各申立人組合員は、平成 2 年度に至るまで、同期同学歴入社の者

と比較すると、等級及び号数において低位におかれ、毎年 4 月の昇給及び年

2回の賞与について賃金上の差別を受け続けてきたのである。 



 

 

(2) 被申立人主張 

新しい賃金制度における人事考課は正当なものである。 

よって、以下個別に判断する。 

1 X1 について 

(1) 被申立人主張 

昭和 56 年上期から昭和 62 年 4 月昇給に至るまで、X1 は職場離脱が非常に

多く、急ぎのテーマを安心して担当させることができなかった。 

昭和 57 年 8 月 18 日に、同月 21 日の休暇を申し出てきたが、当時は MU フ

ァンのシリーズ化を図り早急に商品化を進めなければならない時期で、彼の

度重なる休暇によって開発の進行が大幅に遅延した。 

このようなことから、今後のスケジュール表を作成し提出するよう指示し

たが、提出しなかったので、開発予定が大幅に遅延してしまった。 

また、昭和 58 年 5 月 23 日、MD1225 のフレームと羽根のサンプルを急いで

作るよう指示したにもかかわらず、度重なる職場離脱によりサンプルの出来

上がりが遅れてしまった。 

このように、職場離脱が多く、しかもそれらをカバーする残業協力もなか

ったのに対し、他の 3等級社員は休暇の取り方も少ないうえ残業時間も多く、

着実にテーマを消化して実績を残していったので、X1 の評価は低くならざる

を得ずすべて C評価となった。 

なお、開発課課員は X1 だけであったので、評価の際は同じ技術部(昭和 61

年からは技術本部)の同じ 3等級の社員との間で相対的評価を行った。 

(2) 申立人主張 

X1 は昭和 55年 8月以降開発課に一人だけ残され、課の打ち合わせもなく、

開発の計画や進行に関することは何も知らされていなかった。 

また、会社には、ファンを専門的に扱うセクションは別に存在したし、X1

は、スケジュール表を出すように、と言われたこともない。 

まして、スケジュール表を提出しなかったことで、開発予定が大幅に遅延

したことを Y5 部長から指摘されたこともなく、むしろ、Y5 部長には X1 の方

から随時仕事の進行状況について報告を行い、審問や裁判に出席する旨伝え

る際にも必ずその時点で報告をしていたのである。 

会社のいう職場離脱も、そのほとんどすべてが裁判に当事者又は証人とし

て出席したものであって、そもそもこれらの裁判は会社の不当労働行為に起

因したものであるから、このことを理由に査定を悪くすることは不利益取扱

いであり、不当労働行為である。 



 

 

(3) 判断 

ア 会社は、X1 について度重なる職場離脱等によりサンプルの出来上がりを

はじめ、開発予定が大幅に遅れた旨指摘するが、X1 は昭和 55 年 8 月以降

開発課に一人だけ残され、しかも開発課の業務内容も説明されないまま、

ファンの新製品開発のうちフレームと羽根を担当していたとはいえ、ファ

ンを専門的に扱うセクションは別に存在していたことや、X1 には開発課の

必要性さえも皆目見当がつかない状態であったことについては前記(第 1

の 6(1)ア、イ)認定のとおりであり、実際に開発予定が遅れたとすること

について疎明もない。 

イ また、会社は X1 の職場離脱の多さを指摘するが、前記(第 1 の 6(1)ケ)

認定のとおり、会社のいう職場離脱には、一部、ストライキや有給休暇が

あるものの、そのほとんどが、会社と組合との間で不当労働行為として争

われている裁判に当事者又は証人として出席したものであり、X1 は事前に

その旨 Y5 部長らに伝えていた。 

よって、会社は執行委員長を務める X1 がそれらの裁判に出席したことを

知っていながら、それを低評価の根拠としたこととなり、当を失している

というべきである。 

ウ 残業がないという点については、X1 が Y5 部長からの残業命令なしに残

業していると Y6 部長から、「やれって言われてないんだろう。サービス残

業じゃないか。君らは勝手に判断してやるのか。」などと言われ、急ぎの仕

事があったにもかかわらず途中で止めざるを得なかったことは前記(第 1

の 6(1)オ)認定のとおりであり、たとえ必要性を感じて残業をしたとして

も、残業命令がないことを理由に結果的にそれがサービス残業となる虞が

あり、執行委員長を務める X1 としてはそのようなことは避ける必要があっ

たことは、無理からぬことである。 

よって、Y5 部長からの残業命令がない以上、X1 が全く残業をしなかった

(第 1の 6(1)カ)としても、それを低評価の根拠とする会社の主張は失当で

ある。 

エ さらに、残業をしたか否かは、新制度においては査定の対象とはならな

いはずであることは、前記(第 1の 3オ)認定のとおりである。 

オ このほか、X1 が昭和 52 年 8 月以降同じく組合員である X9 と二人だけ技

術部開発課に残され、さらに昭和 55 年 8 月以降は X1 一人だけとなったこ

と(第 1 の 6(1)ア)や、昭和 58 年以降夕礼(仕事納め)から排除されている

こと(第 1の 6(1)キ、ク)、平成元年 8月、新設された生産技術部開発課に



 

 

一人だけ異動となり、しかも他の生産技術部の杜員から隔離されたこと(第

1 の 6(1)サ)などからすると、会社が X1 に対して差別的取扱いをしていた

といわざるを得ず、さらに会社見学者用のパンフレットに、開発課だけそ

の業務内容はおろか X1 の氏名も顔写真も掲載しなかったことに至っては、

業務上開発課の必要性はなかったというべきであり、前記ア～ウによれば

会社が昭和 56 年上期から昭和 62 年 4 月昇給までの約 6 年間にわたる評価

につき、すべて C評価とした(第 1の 6(1)コ)積極的根拠は乏しいといわざ

るを得ない。 

カ 会社が、査定の対象とはならないはずの残業の有無を、低評価の根拠に

持ち出す一方、本来第 1 次評定に当たっては同じ等級の者どうしで比較さ

れるべきところ(第 1 の 4(5)イ)、開発課は X1 一人だけであったので、評

価の際は技術部の同じ 3 等級社員との間で相対的評価を行ったと主張する

のみで、その疎明はなく、X1 が C 評価となったことについて、それが客観

的かつ合理的な評価の結果であるとはいえない。 

キ 以上のことから会社の主張は採用できず、また、会社が X1 の組合執行委

員長としての積極的な組合活動を嫌悪して差別取扱いをしたうえ、新制度

の導入を契機として、その制度が本来予定していた評価方法によることな

く、意図的に低く評価することによって、毎年 4 月の定期昇給及び年 2 回

の賞与について賃金上の差別を行ったと解するのが相当である。 

これは、X1 に対する不利益取扱いであるとともに、組合弱体化を狙った

支配介入であり、労働組合法第 7 条第 1 号及び第 3 号に該当する不当労働

行為である。 

2 X2 について 

(1) 被申立人主張 

① 昭和 56 年下期から昭和 57 年下期までの評価について 

X2 には工機部及び工機(株)で機構組付、電気配線及び油圧配管工事を担

当させたが、組付そのものについては既に出来上がっている設計図面(高校

普通科を卒業した社員が 3 か月経験を積んで読める程度)をもとに仕上げ

ればよいだけであるのに、ミスが多いうえに覚えも悪くて皆に遅れ、向上

心も全くなかった。 

また扱える機械も、治具ボイラー、治具グラインダー、フライス盤、円

筒研削盤、平面研削盤、旋盤、ボール盤等のうち旋盤とボール盤だけしか

なく、しかも理系の大学卒とは思われぬような初歩的ミスを数多く繰り返

したうえ、そのミスをカバーすることなく、終業時間がくると退社してし



 

 

まうことが月に 1～2回はあったので、その時は他のグループ員が残業して

納期に間に合わせるという状況であった。 

このように仕事を覚えようとする積極性に欠け、また協調性にも欠ける

ことから C評価となった。 

② 昭和 58 年 4 月昇給及び同年上期の評価について 

当時工機(株)にあった機械の中には塗装がはげていたり、汚れていたり

したものがあったため、統一した色に再塗装することとして、X2 にその仕

事を命じたが、予定通りに終了しないため機械が動かせず、次の仕事に入

れないことがしばしばあったうえ残業の協力もなかった。 

そのほか、塗装がついてはならない摺動面に塗料がこびりついていたの

で X2 に問いただしたところ、「塗った覚えはないが、こぼしたのかもしれ

ない。」との返事が返ってきたことがあった。 

このように仕事が遅く、期日に間に合わせようという工夫も気力も見ら

れず、ミスも目立ったので C評価となった。 

③ 昭和 58 年下期の評価について 

昭和 58 年 8 月、X2 が製造技術課に異動となってからもペンキ塗り作業

がまだ残っていたので、それを終了させるように命じ機械整備も担当させ

たが、結局ペンキ塗り作業は終了しなかったので C評価となった。 

なお、その後、X2 の行っていた仕事は本来は総務課の業務であるので、

その業務を総務課に移すとともに、昭和 59 年 1 月、X2 は豊四季事業所総

務課に配転となった。 

④ 昭和 59 年 4 月昇給及び同年上期の評価について 

X2 には営繕業務を担当させたが、自主的に職場を回って異常箇所を発見

するということがなく、Y9 課長が職場を回ってみたところ、食堂やトイレ

の換気扇がひどく汚れていたり、工場棟の壁の塗装がはげていたり、汚れ

ていたりした等々の点が目につき、これらの中には他のセクションから指

摘されてやっと渋々やるというものもあった。 

日常業務ですら、他から指摘を受けなければ気付かない状態で、意欲も

なく、いつまでも同僚の X10 社員の指示通りに仕事をするだけであったの

で C評価となった。 

⑤ 昭和 59 年下期から昭和 60 年上期の評価について 

1984 年度営繕業務の行動計画に沿って仕事を進めたところ、例えばサー

ビスヤードの整備については周りの評判も良く、いい出来であったし、工

場全体の床の塗装の際には休出にも協力してくれた。 



 

 

また、ボイラーの技師の免許を取得したことで、X10 社員が不在でも業

務に穴があくことがなくなり、休みや就業時間中のアイドルタイムもさほ

どなかったので、積極性という面では多少欠けるが、まじめに与えられた

仕事をこなしていたので B評価となった。 

⑥ 昭和 60 年下期の評価について 

昭和 60 年 6 月より、「チップコンベアーの囲いの設計・作成」をまかせ

たが、最も期待していた設計図の作成も X10 社員の描いたものであり、防

音のための改善も X10 社員がリードしないと進まない状況であったし、ド

ラム缶から廃油があふれてしまうという不都合についての改善も、やはり

X10 社員にリードされてやっと処理できたような状況であった。 

そのほか大雪の後始末にしても、「放っておけばいずれは溶けるのだか

ら。」と言い、その時は渋々やったが、ゴミ置き場の段ボール箱もつぶして

きれいに重ねなければならないのに、「どうせ業者が持っていくのだから、

放っておけば良い。」という発想で、環境整備に対する観念が欠如していた。 

このように積極性に欠けたので C評価となった。 

なお、X2 の評価は同僚の X10 社員だけとの比較ではなく、豊四季事業所

全体の 2等級社員(20～30 名)の中で比較をして行った。 

⑦ 昭和 61 年 4 月昇給から同年下期までの評価について 

X2 は、残業はすべて拒否し、休暇の変更を頼んでも受け入れなかったの

で、X10 社員一人が残業して仕事をカバーすることがたびたびあった。ま

た、ハンマードリルの操作を何回教えても間違えたうえ、怪我も多かった。 

しかも、あと少しで完了する塗装の仕事等を翌日に回してしまうことも

あったし、仕事の指示を細かくしないと処理できず自分で仕事を見つけら

れなかった。 

このように仕事そのものの質が低いうえ、指示されなければ何もしなか

ったので C評価となった。 

なお、X2 の死去に伴う取扱いについて、申立人らは X2 の相続人を以て

承継の申立を為さんとしているが、不当労働行為制度は団結権に対する侵

害の排除を目的とするものであり、それを求め得る利益は一身専属的なも

のであって到底相続の対象とはならないから、手続の承継は認められず、

X2 の申立分については当然却下されるべきである。 

(2) 申立人主張 

X2 は昭和 51 年 5 月頃から仕事を徐々に取り上げられ、単純労働をやらさ

れたが、昭和58年5月には東葛総行動への参加を理由に仕事を取り上げられ、



 

 

壁を背に立たされたまま本を読むという嫌がらせを受けたり、その後は工作

機械のペンキ塗り作業をやらされた。 

また、総務部では営繕と称する大工仕事、草取り、ごみの袋詰め等の雑用

をやらされ、昭和 63 年 10 月 8 日、死亡するまで続いた。 

このような作業は大学機械工学科卒業の者にはふさわしくないものであっ

て、同期同学歴入社の者と比較して、異常に低く格付けされているが、明ら

かに組合活動を理由とする不利益取扱いである。 

なお、X2 は死亡したため、同人の申立てについては、配偶者である X21 並

びに子である X22、X23 及び X24 において承継を申立てるものである。 

(3) 判断 

ア 会社は、昭和 56 年下期から昭和 57 年下期までについて、ミスの多さ、

仕事を覚えようとする積極性のなさ、月に 1～2回は終業時間がくると退社

してしまうという協調性のなさを挙げ、特に理系の大学卒とは思えないよ

うな初歩的ミスを数多く繰り返したというので、以下判断する。 

(ア) 前記(第 1 の 1(4))認定のとおり、X2 は大学の機械工学科を卒業した

のであるから、簡単な設計図面をもとに組付ができないとは考えにくく、

また初歩的ミスが多くて扱える機械も少ないということについても何

ら疎明がない。 

(イ) 月に 1～2 回は残業せずに帰ってしまうので、他のグループ員が残業

して納期に間に合わせていたということについてもその疎明がないし、

仮にこの点につき会社の主張通りだとしても、月に 1～2 回は残業せず

に帰ることを低評価の根拠とするのは妥当とはいえない。 

イ 昭和 58 年 4 月昇給及び同年上期の評価の根拠について、会社は仕事が遅

くミスが多かったこと及び残業への協力のなさを挙げるが、これらについ

ても疎明がない。 

さらに、昭和 58 年 5 月 24 日の東葛総行動に参加したために嫌がらせや

差別扱いを受けたうえ、大学の機械工学科卒であるにもかかわらず、一人

だけ機械のペンキ塗りをやらされたことは前記(第 1 の 6(2)カ)認定のとお

りであって、X2 が当時の Y2 課長に、「元の仕事に戻して下さい。」と言って

いたことからしても、これらは X2 に対する差別取扱いといわざるを得ない

から、このような状況をも考え併せると、昭和 58 年上期の評価が、客観的

かつ合理的に行われたと解することはできない。 

ウ 昭和 58 年下期の評価の根拠について、会社は X2 が昭和 58 年 8 月に製造

技術課に異動となってからも、ペンキ塗り作業を終了させることができな



 

 

かったというが、X2 に指示した作業量も X2 のこなした作業量についても明

らかにしておらず、C評価の根拠としては曖昧である。 

エ 昭和 59 年 4 月昇給及び同年上期の評価の根拠について、会社は仕事への

意欲のなさを指摘するが、これも疎明がない。 

そもそも前記(第 1 の 6(2)コ)認定のとおり、機械を専攻した大卒者で営

繕の仕事をやらされたのは X2 が初めてであり、技術の仕事がしたいとの本

人の希望(第 1 の 6(2)サ)も聞かず、結局 X2 が昭和 63 年に死亡するまでこ

の業務に就かせたことは、X2 に精神的苦痛を与えた差別取扱いであったと

解さざるを得ない。 

オ 昭和 60 年下期の評価の根拠について、会社は環境整備に対する観念の欠

如や積極性のなさを指摘するが、これらについても疎明がなく、前記(第 1

の 6(2)ケ)認定のとおり X10 社員は当時営繕業務を 20 年近く担当してきた

者で、X2 よりも年上であるのだから、X2 が X10 社員の指示通りに仕事をす

るのは当然ともいうべきものであって、また大雪の後始末に際し、「放って

おけばいずれは溶けるのだから」と発言したことについても、審問におい

て会社側の証人が、「ちょっと時期は下期より多分その次の時期になるかと

思いますが、」と証言しているなど曖昧である。 

カ 昭和 61 年 4 月昇給から同年下期までの評価の根拠について、会社は残業

への協力のなさや怪我の多さなどを指摘するが、やはり疎明がない。 

キ 全体として、会社は X2 のミスの多さ、仕事の遅さ、残業のなさや積極性

のなさを指摘しているが、これらは前述のように疎明がなく、しかも、す

べて昭和 63 年に X2 が死亡した後に主張したものであって、X2 本人による

反論が不可能であることを考え併せても採用し難い。 

ク しかも、残業をしたか否かは、新制度においては査定の対象とはならな

いはずであることは前記(第 1 の 3 オ)認定のとおりであるし、第 1 次評定

に当たっては、同じ等級の者どうしで比較されるべきところ(第 1 の 4(5)

イ)、総務課配属以後の X2 の評価について、豊四季事業所全体の 2 等級社

員と比較して行ったというのみで、実際にはその比較の過程を明らかには

しておらず、終始同僚の X10 社員との比較だけで論じられていることから

すると、客観的かつ合理的な評価が行われたと解することは困難である。 

ケ 以上のことから会社の主張は採用できず、また、会社が X2 の組合副執行

委員長としての組合活動を嫌悪し、仕事上の差別取扱いをして精神的苦痛

を与えたうえ、新制度の導入を契機として、その制度が本来予定していた

評価方法によることなく、意図的に低く評価することによって、毎年 4 月



 

 

の定期昇給及び年 2 回の賞与について賃金上の差別を行ったと解するのが

相当である。 

これは、X2 に対する不利益取扱いであるとともに、組合弱体化を狙った

支配介入であり、労働組合法第 7 条第 1 号及び第 3 号に該当する不当労働

行為である。 

コ なお、X2 の死亡による申立分の承継について、会社はその利益は一身専

属的なものであって、相続の対象とはならないから手続の承継は認められ

ず、X2 の申立分については却下すべきであると主張するが、X2 の所属する

組合も申立人となっており、X2 本人は本件申立時点に生存していたのであ

るから、不利益取扱いを受けた申立人として、死亡時までの賃金請求権を

有し、相続人がこれを承継すると解するのが相当である。 

3 X3 について 

(1) 被申立人主張 

① 昭和 56 年下期及び昭和 57 年 4 月昇給の評価について 

当時 X3 の担当していた運搬・配膳業務が重要な役割を担ってきたにもか

かわらず、大切な『かんばん』を不注意で落としてしまうことが週に 2～3

度あったので、それを注意すると反抗的な態度をとった。 

また、途中で無駄話をして配膳ルート通りの動きがとれなかったため、

仕方なくマネージャーやリーダーが部品を引き取りに行くことが毎日1～2

度は必ずあったので、Y12 管理課長が一緒に配膳ルートを回り何度も指導

したが、非常に反抗的であった。 

昭和 56 年 4 月から昭和 57 年 4 月にかけて、度々職場離脱をしたが、事

前連絡がないこともあり、交替者を捜すのに大変困ったこともあった。 

このように就業態度、勤務状態などすべての面において勝手な行動が多

く、職務に対する意欲も責任感も全くなかったので C評価とした。 

② 昭和 57 年上期から昭和 58 年 4 月昇給までの評価について 

X3 は、『かんばん』の付け間違いや納め違い等が直らなかったうえ、配

膳ルートから外れて動き、外注先の人と立ち話をするなどしたため度々欠

品が生じ、マネージャーやリーダーが取りに行くことが毎日のようにあっ

た。 

当時の土浦事業所管理課は、部門賞・個人賞で表彰を受けるなどの実績

を上げていたが、X3 はほとんど改善工夫はなく、一人取り残されていた感

じであった。 

服務面では、当日の 9 時過ぎに休暇連絡をしてきたこと(昭和 57 年 7 月



 

 

20 日及び同年 9 月 7 日)があり、一週間前にわかっていた予定であっても

前日に突然申し入れることもあった。このようなことをするのは X3 だけで

ある。 

しかも昭和 57 年 3 月 16 日、同年 4月 22 日及び同年 6月 8日には組合業

務を理由に職場離脱を重ねるなど、無責任であったため C評価とした。 

なお、管理課で X3 の評価を行う際は、同じ 1等級社員(女性 5名)と比較

している。 

③ 昭和 58 年上期から昭和 59 年 4 月昇給の評価について 

X3 は昭和 57 年 12 月 1 日、自宅の窓ガラスの修理を理由に午前 10 過ぎ

に出社してきたが、事前連絡がなく無断遅刻であった。 

昭和 58 年 6 月、新工場の竣工後配膳ルートが変更され、X3 にルートの

指示書を渡して指導したが、自分勝手な行動が直ることはなかった。 

よって、Y13 課長が一緒に回ったところ、サイクルタイム通りに回れた

ので、今後も時間通りに回るよう指導すると、「後で覚えていろよ。」とい

う捨て台詞を吐く始末であった。 

さらに、不注意でよく『かんばん』を落とすうえに、落とさないための

改善・工夫がなく、Y13 課長が台車に『かんばん』を入れるポケットを取

り付けてやった。このような状態であったので C評価とした。 

④ 昭和 60 年 4 月昇給及び昭和 61 年 4 月昇給の評価について 

X3 は仕入業者と雑談するなどして、部品を時間通りに持って行けずに後

工程に迷惑をかけ、マネージャーやリーダーが直接部品を取りに行くこと

が度々あった。 

「仕入先の人が置き場所がわからないので、一緒に探してあげた。」と言

い訳をするが、たとえそれが事実であっても、それは本来の仕事ではない

し、仕入業者が迷うことがないよう表示をし、そのための人員も配置して

いる。 

また、1 日の終りに仕事の報告をせず、中途半端のまま帰宅してしまう

ため、他の者が後始末をしていた。 

昭和 59 年 12 月には、Y14 主任の承認もとらずに、休暇届を提出するこ

となく勝手に会社を休んだので、その時は、今後同様のことがあれば認め

ないことを確認して、休暇届を提出させ、休暇を認めたことがあった。 

昭和 60 年 6 月、Y14 課長に対し、「もっと高度な仕事がしたい。」と言っ

てきたことがあるが、X3 は 1 等級の仕事も満足にできなかったのである。 

以上のようなことから、C評価とした。 



 

 

⑤ X3 の 2 等級への昇給について 

昭和 61 年に X3 が 2 等級に昇格したのは極めて異例のことではあるが、

当時の Y10 所長の判断で、「もう一度、チャンスを与えたい」ということで

昇格させたのである。 

⑥ 昭和 61 年下期及び昭和 62 年 4 月昇給の評価について 

生産課に異動となってからは就業時間中に職場を離れることが多く、「ト

イレに行っていた。」とか、「工具を探していた。」などと言い訳していた。 

また機械の調子が悪いことなどを理由に日産目標数の確保に及ばなかっ

た。 

このように作業処理が遅く迅速性に欠け、安心してラインを任せられな

かったため C評価とした。 

(2) 申立人主張 

X3 が管理課で運搬・配膳業務を担当していたとき、確かに『かんばん』を

落としてしまったことは何度かあるが、週に 2～3 度もなかったし、『かんば

ん』を入れる小箱を台車に取り付けたのは、Y13課長ではなく X3自身である。 

また、『かんばん』の付け間違いや納め違いをしたのは管理課に配属された

当初のことであって、その後はほとんどないし、サイクルタイム通りにでき

なかったのは、仕入業者から納品場所を尋ねられて親切に教えて案内したり、

他の作業者から工程外の部品の運搬を頼まれて応じていたことがあったから

である。 

X3は、かなりの重量物を一人で積み降ろしも含めて運んでいただけでなく、

そのほかにも部品空箱の梱包、倉庫整理などの作業をしなければならなかっ

たのであるから、会社の設定したサイクルタイムを守ることは不可能を強い

るものであって、サイクルタイムそれ自体が実態に合っていないのである。 

Y13 課長が X3 と一緒について回ったときも、サイクルタイム通りにはいか

なかったし、そのとき「後で覚えていろよ。」と言った覚えもなく、仕事を中

途半端にして帰ったことも絶対にない。 

QIC 活動については、X3 も含めて組合員は排除されていたし、改善提案に

ついては、教えてくれなかったので、その提案用紙の存在も提出の仕方も知

らなかったのである。 

組合業務で休んだり早退するときには、その旨課長もしくはその下の者に

伝えていたのであり、昭和 57 年 3 月 16 日、4 月 22 日、6 月 8 日の早退は、

すべて茨城地労委事件の裁判に出席したものであるし、同年 12 月 1 日は窓ガ

ラス修理のため遅刻する旨 Y14 主任に電話で連絡し、Y13 課長に伝えて欲し



 

 

いと依頼していた。 

さらに昭和 59 年 12 月に、勝手に会社を休んだということについては、そ

の前日終業時間前に Y14 主任が不在だったため、仕方なく机の上に休暇届を

置いて帰ったのであるから無断欠勤ではない。 

生産課では、職場を離れることが多かったというが、トイレに行っていた

など多くはないし、X3 が担当したラインは遊休設備であったために機械のメ

ンテナンスが行われておらず、従って「工具を探していた」のであり、しか

も与えられた機械について、その特徴や調子など全く教えてもらえなかった

のであるから、仕事をするのにも困難であったのである。 

このように、会社は X3 に、単純かつ定型的な仕事をさせ、仕事上の差別を

し、賃金上は極めて低く格付けをして長期間 1等級に据え置いてきた。 

その査定には客観的かつ合理的な根拠はなく、明らかに差別処遇であって、

この処遇は同人の正当な組合活動を嫌悪して組合から脱落することを狙った

不当な差別取扱いである。 

(3) 判断 

ア X3 が管理課で運搬・配膳業務を担当していた期間について、会社は、一

貫して、サイクルタイムを守れず欠品が生じた旨指摘するので、以下判断

する。 

(ア) X3 は、重量物の積み降ろしも含めて運搬作業を行っていただけでなく、

その間に部品空箱の梱包や倉庫整理などの作業もしなければならなか

ったのであって、Y13 課長が一緒に回ったときも一日中一緒にいたわけ

ではなく、しかも、その時は倉庫整理等の作業は行わなかったうえ、仕

入業者が話しかけてくることもなかったのは、前記(第 1の 6(3)コ、サ)

認定のとおりである。 

従って、仮に会社がいうように、その時はサイクルタイム通りに回れ

たとしても、そのサイクルタイム自体が運搬・配膳者の作業実態に合わ

せて定められたものではなく(第 1 の 6(3)ク)、X3 は、実際に一回り 45

分から 1時間を要していた(第 1の 6(3)ケ)のであるから、この業務を担

当していた約 6年間について、ただサイクルタイム通りに回れなかった

と指摘するだけで、その作業実態を踏まえて見直すこともしなかったの

は、その設定自体に問題があると言われても仕方のないことであって、

それで欠品が生じたことを X3 の責に帰すのは妥当とはいえない。 

(イ) ましてや、納品場所が分からず困っている仕入業者に場所を教えたり

案内したりしたことや、他の作業者から工程外の部品の連搬を頼まれて



 

 

運んだこと(第 1の 6(3)コ)自体は問題とすべきこととは思えない。 

(ウ) 会社は、それは X3 の本来の仕事ではないとか、迷うことのないよう

表示をして、案内のための人員を配置していたというが、そうだとして

も、会社にはサイクルタイムのことも含めてその対策を見直す等の余地

があったと思料する。 

イ 会社は、X3 が不注意で『かんばん』を落としたり、付け間違いや納め違

いが直らず、落とさないための改善・工夫がない旨指摘するので、以下判

断する。 

(ア) 『かんばん』を落としたり、あるいは、管理課に配属された当初に付

け間違いや納め違いをしたことは、X3 も認めているが、管理課に配属さ

れた昭和 55 年当初は、生産体制の見直しを図り、『かんばん』を用いて

配膳が行われるようになった頃であったこと(第 1の 6(3)イ、カ)からす

れば、多少のミスはありうることであり、その後も同様のミスを続けて

いたということについての疎明はない。 

(イ) X3 は、当時既に製造現場での経験が 10 年以上あった(第 1の 6(3)イ)

にもかかわらず、パートに近い仕事をさせた(第 1の 6(3)ソ)うえ、その

後 X3 が生産課に異動となると、X3 の担当していた運搬・配膳専任者と

いう仕事はなくなったこと(第 1の 6(3)ト)を考え併せると、これは同人

に対して差別取扱いがなされたといわざるを得ない。 

ウ 会社は、改善面での消極性を指摘するが、前記(第 1の 6(3)シ)認定のと

おり、X3 は QIC 活動に参加させてもらえず、また、改善提案については教

えられなかったため、その提出の仕方等を知らなかったのであるから、そ

の指摘は妥当ではない。 

エ 会社は、X3 が組合業務を理由とした職場離脱や事前連絡のない職場離脱、

無断遅刻等があった旨指摘するので、以下判断する。 

(ア) 昭和 57 年 3 月 16 日、4月 22 日及び 6月 8日に組合業務を理由に職場

離脱を重ねたということについては、すべて茨城地労委事件に関する裁

判への出席であることは前記(第 1の 6(3)ス)認定のとおりであり、また、

昭和56年4月から昭和57年4月までの8回に及ぶ職場離脱についても、

前記(第 1の 6(3)エ)認定のとおり、そのほとんどが同事件に関する裁判

に出席したものであるから、いずれも組合の団結権を守るための必要な

行動であったと思料する。 

(イ) 昭和 57 年 12 月 1 日の無断遅刻については、前記(第 1の 6(3)セ)認定

のとおり、電話で事前連絡を入れていたのであるから、無断というべき



 

 

ものでもない。 

無断欠勤したということについては、結局、会社は休暇として認めた

ということであるから、C評価の積極的根拠とまではいえない。 

オ 会社は、管理課で X3 の評価を行う際は同じ 1等級の女子社員と比較した

というが、前記(第 1の 4(5)イ)認定のとおり、第 1次評定においては評価

要素として就業活動等 5 つの項目があり、それらについて、どのようにし

て比較評価が行われたのか明らかにしていない。 

カ さらに、X3 が 2 等級に昇格した件(第 1の 6(3)テ)については、 

(ア) 会社は、C 評価を受け続けてきた者が昇格するということは極めて異

例のことだとしているが、同一等級内に何年滞留すれば昇格資格が生ず

るのかということについては基準もなく(第 1の 4(6)ウ)、会社の主張に

よれば、当時の Y10 所長が、「もう一度、チャンスを与えたい」として

昇格させたということであるが、それでは「社員にわかりやすく納得性、

合理性のある賃金制度」(第 1の 3ウ)であるとは言い難いうえ、「昇給・

昇格および賞与等については、能力主義的な運営をはかるために、これ

を明確に制度化」するという新制度の基本にそぐわない(第 1の 4(6)ウ)。 

(イ) しかも、当時の X3 の直属の上司であった Y14 課長が、本件審問にお

いて、この昇格の発令経過について、異例であったにもかかわらず、わ

からないと証言したというのは不自然である。 

キ 会社は、X3 が生産課に異動になってから職場を離れることが多く、また、

機械の調子が悪いことなどを理由に日産目標数の確保に及ばなかったと指

摘する。 

しかし、X3 が職場を離れることが多かったことについての疎明はなく、

また、日産目標数が確保できなかったことにつき、X3の与えられた機械が、

メンテナンスの行われていない遊休設備を用いたラインであったこと(第1

の 6(3)ナ)からすると、機械の調子が悪いことを理由としたことは首肯で

きることであって、会社は 2 日間だけ他の人のラインと交代したときの日

産数のデータを示して、X3 が技能的に劣っていたとしているが、その作業

時間も作業者の熟練度の違いも明らかにされておらず、格別 X3 の実績が低

かったことについて疎明はない。 

ク 以上のことから会社の主張は採用できず、また、会社が X3 の積極的な組

合活動を嫌悪して仕事上の差別取扱いをしたうえ、新制度の導入を契機と

して、その制度が本来予定していた評価方法によることなく、意図的に低

く評価することによって、毎年 4 月の定期昇給及び年 2 回の賞与について



 

 

賃金上の差別を行ったと解するのが相当である。 

これは、X3 に対する不利益取扱いであるとともに、組合弱体化を狙った

支配介入であり、労働組合法第 7 条第 1 号及び第 3 号に該当する不当労働

行為である。 

4 X4 について 

(1) 被申立人主張 

① 昭和 56 年上期から昭和 57 年 4 月昇給までの評価について 

X4 は昭和 55 年 11 月から昭和 56 年 6 月にかけて合計 8 回(計 54 時間 50

分)に及ぶ職場離脱をしたため、他の課員に迷惑をかけた。このような職場

離脱をするのは X4 だけである。 

また、モールド不良やコイル浮き等の工程内不良に対して、X4 は工程の

責任者であるのに改善に全く目を向けなかったので、他の課員と Y15 課長

が「コイル高さチェックゲージ」を作成して、不良低減に結びつけたので

ある。 

そのほか、他の課員 3 名は昭和 56 年 3 月から 10 か月かけて「V カシメ

コア自動搬入の改善」を行い、昭和 57 年 1 月に改善の成果をみたので、同

年 4月に 1981 年度下期個人賞を受賞するなどの実績があった。 

このようなことから X4 の評価はすべて C評価となった。 

② 昭和 57 年上期から昭和 58 年 4 月昇給までの評価について 

昭和 57 年の評価期間中において、職場離脱は 1回もなく日常業務も前向

きに遂行していた。 

また、モールド不良をなくすための容器の見直しを図るなどの改善も行

ったので B評価となった。 

③ 昭和 60 年上期から昭和 61 年 4 月昇給までの評価について 

多能工化を図るため、昭和 59 年 12 月に生産課の男子社員を対象に時差

勤務を始めたが、X4 は妻の体調不十分を理由に 3か月間は協力できないと

拒否したので、翌年 3 月、再度協力を求めたが、やはり同じ理由で拒否さ

れた。 

このため時差勤務に協力した他の者が多能工化して、技術を習得してい

った一方で、X4 は技術の習得ができなかったので、相対的に評価は低くな

らざるを得なかった。 

また、他の課員が 8時 25 分の始業時間に生産がスタートできるよう、事

前に自主的に設備の整備・点検等の準備をしていた一方で、X4 はそれを行

わず、終業時間前に設備の電源を切ったり、時間中のアイドルタイムが多



 

 

くて日産目標数の確保ができなかった。 

昭和 60 年 3 月 8 日と 6月 14 日には、職場離脱をするなど、X4 には技術

指導・監督補佐的な立場への昇格など到底考えられなかった。 

以上のようなことから C評価とした。 

④ 昭和 61 年上期から昭和 62 年 4 月昇給までの評価について 

X4 はローター研削を担当していたが、グループ長の X17 が日産 320 台で

あったのに対し、X4 は日産 260～270 台と、出来高が低かった。 

昭和 61 年 3 月から繁忙対策のため、生産課の男子社員全員を対象に時差

勤務を実施したが、X4は組合の役員をしていることを理由に拒否するなど、

協調性が見られなかった。 

昭和 63 年 2 月からのステーターコアの作業実績について、パートと比較

すると、パートが日産 460～470 台であるのに対し、X4 は日産約 350 台で、

仕事に対する向上が見られなかったうえ改善改良の問題意識が全く窺えな

かった。 

このように他の課員の負担が増えて不信感や不満が生まれたので評価は

低くならざるを得ず、C評価とした。 

(2) 申立人主張 

会社のいう「コイル高さチェックゲージ」については、これだけでは不良

低減に結びつくことにはならないし、X4 が直接担務していたことでもない。 

「V カメシコア自動搬入の改善」についても、それが完成したのは昭和 57

年 1 月であり、1981 年度下期個人賞を受賞したのは同年 4月であるから、い

ずれにしても昭和 57 年上期の評価期間中のこととなり、昭和 56 年下期の評

価対象とはならないのであって時期を取り違えている。 

また、モールド不良をなくすための容器の見直しを図ったということだが、

当時 X4 は、電磁ブレーキの旋盤加工の効率化のための改善提案をしていたし、

ほかに自主的な改善も行っていたのであるから、X4 自身が作成した改善提案

用紙は一切出さずに、Y15 課長が作成した一例の図面だけを書証に出して評

価について述べているのは、全く不当なものである。 

時差勤務については、昭和 59 年の実施の際は何の話もなく、昭和 61 年 3

月の実施の際には、書記長としての立場を考慮し、組合から会社に対し、X4

を時差勤務から外すことを文書で要求することを決定して、文書提出の前に

X4 が Y15 課長にその旨口頭で申し入れたところ、「今回については、交替は

やらなくていい。」と言われたのである。 

昭和 61 年当初のローター研削の出来高が、グループ長の X17 と比較して低



 

 

いというが、Y16 生産課長からも X17 グループ長からもそのような指摘を受

けたことはなく、事実であるかどうか疑問である。 

同様に 2SPC－C1 ラインの昭和 63 年 2 月からの出来高について、X4 がパー

トよりも低いというが、それはパートが 1 種類のものだけしか加工していな

かったのに対して、X4 が 4～5 種類のものを加工し、そのための段取り換え

や調整作業を行っていたためであるから公正な比較ではない。 

さらに会社のいう職場離脱とは、昭和 55 年 11 月から昭和 56 年 6 月にかけ

ての 8 回の組合業務であるが、そのうち 1 回が本社への抗議要請行動であっ

て、残りの 7回が上部団体の執行委員会に出席するためのものである。 

昭和 58 年 5 月 24 日は、事前に会社に対して指名ストライキの通告書を提

出していたし、昭和 60 年 3 月 8 日と 6 月 14 日の両日は第 2 次申立事件につ

いて、千葉地裁に証人として出頭したものであって、これらは会社の一連の

組合敵視政策や不当労働行為に対抗するため、やむなく必要最小限で行った

ものである。 

そのほか X4 を忘年会やパーティから排除しようとしたことからしても、X4

や組合を嫌悪していたことは明らかである。 

(3) 判断 

ア 昭和 56 年上期から昭和 57 年 4 月昇給までの C 評価の根拠として、会社

は、X4 の改善意欲のなさと職場離脱を挙げるので、以下判断する。 

(ア) 「コイル高さチェックゲージ」については、X4 が直接携わっていた業

務ではないことは前記(第 1 の 6(4)ウ)認定のとおりであり、「V カシメ

コア自動搬入の改善」にしても会社がいうように、昭和 57 年 1 月に完

成し、同年 4 月に改善を行った課員 3 名が 1981 年度下期個人賞を受賞

したのであれば、それは昭和 57 年上期の評価期間中のこととなり、昭

和 56 年上期、下期いずれの評価期間にも当たらない(第 1 の 4(5)ア)か

ら、時期を取り違えている。 

(イ) 会社のいう職場離脱については前記(第 1の 6(4)エ)認定のとおり、昭

和 56 年上期と下期の評価期間中においてはそれぞれ 5 日と 2 日、上部

団体の執行委員会の出席のために欠勤扱いとされているが、回数として

は 1か月につき 1回弱であり、業務に支障をきたす程とは言い難く、同

人を C評価とした積極的根拠とすることはできない。 

イ 昭和 58 年 5 月 24 日の東葛総行動における指名ストライキに関しては、

前記(第1の6(4)キ)認定のとおり前日に会社に対し指名ストライキ通告書

を提出していたのであるから、同日について、X4 を職場離脱による欠勤扱



 

 

いとしたことは不当である。 

ウ 昭和 60 年上期から昭和 62 年 4 月昇給までの C 評価の根拠について、会

社は職場離脱、協調性のなさ及び生産実績の低さ等を挙げるので、以下判

断する。 

(ア) 昭和 60 年 3 月 8 日及び 6月 14 日の両日は、前記(第 1の 6(4)ケ)認定

のとおり第2次申立事件について千葉地裁に証人として出頭したのであ

るから、それを職場離脱であるとして欠勤扱いとしたことは不当である。 

(イ) また、その評価期間中に 2 回時差勤務が実施されたが、前記(第 1 の

6(4)ク、サ、シ)認定のとおり昭和 59 年 12 月に実施する際には X4 には

その話をせず、昭和 61 年 3 月の実施の際には、組合が X4 を時差勤務か

ら外すことを文書で要求することを決定し、文書提出の前に X4 がその

旨 Y15 課長に口頭で申し入れたところ、Y15 課長から「今回については、

交替はやらなくていい。」と言われたのであるから、X4 が時差勤務に就

かなかったことを、協調性がないとして、低評価の根拠としたのは妥当

ではない。 

(ウ) 生産実績が低い例として、昭和 61 年当初の X4 の担当していたロータ

ー研削につき、X17 グループ長と比較しているが、グループ長は 3 等級

であり、X4 は 2 等級なのであるから比較評価の対象として不適切という

べきであり、これは第 1次評定の本来の方法(第 1の 4(5)イ)ではない。 

また、X4 とパートとの出来高の比較については、時期が異なるうえ、

加工する物の種類が違うのであるから、これを根拠とすることは妥当で

はない。 

(エ) 会社は、他の課員が 8 時 25 分の始業時間に生産がスタートできるよ

う自主的に設備の整備・点検等の準備をしていたにもかかわらず、X4

はそれをしなかったというが、始業時間前の問題であって評価を低くす

る理由とすることはできない。 

エ そのほか、昭和 61 年 12 月に Y16 生産課長らが X4 に対して、「門前で騒

ぐような人が増えては困るから、忘年会には出ないで欲しい。」などと言っ

て忘年会から排除しようとしたことや、昭和 63 年 9 月に決起パーティから

X4 を排除しようとしたこと(第 1 の 6(4)タ)からすると、書記長である X4

を嫌悪していたことが窺われる。 

オ 以上のことから会社の主張は採用できず、また、会社が X4 の積極的な組

合活動を嫌悪し、新制度の導入を契機として、その制度が本来予定してい

た評価方法によることなく、意図的に低く評価することによって、毎年 4



 

 

月の定期昇給及び年 2 回の賞与について、賃金上の差別を行ったと解する

のが相当である。 

これは、X4 に対する不利益取扱いであるとともに、申立人組合の弱体化

を狙った支配介入であり、労働組合法第 7 条第 1 号及び第 3 号に該当する

不当労働行為である。 

5 X5 について 

(1) 被申立人主張 

① 昭和 56 年下期から昭和 58 年下期までの評価について 

他の課員が改善改良活動を積極的に行い、1981 年度下期個人賞を受賞す

る者もいた一方で、X5 は改善提案をせず、また改善の勉強会に自主的に参

加する機会があっても、ほとんど出席しないなど積極性に欠けていた。 

また、フリーフローラックを導入して加工の順番を決めたにもかかわら

ず、その順番を守らないため欠品が生じて予定通りの生産ができなかった

というマネージャーからの報告もあり、同僚が残業時間も多く生産台数の

確保をしようという意欲があったのに比べて、X5 は残業が少なく、昭和 56

年から昭和 57 年にかけて職場離脱が 11 回にも及ぶなど協調性や意欲に欠

けたので、すべて C評価となった。 

② 昭和 59 年下期から昭和 60 年下期までの評価について 

ブランク加工で生ずる内径の寸法不良に対し、X5 に改善を指示していた

にもかかわらず、何の提案もしなかったが、他の者は昭和 59 年度に様々な

改善案を出していた。 

歯切盤での加工に際しては、チャッキングミスによるコレットチャック

の破損に対し、担当者である X5 が改善しなければならないのに、改善案が

全く出されなかった。 

また、仕事が中途半端なままでも帰ってしまい、残業もしなかったため、

残った仕事は他の者が行っていたし、急ぎの仕事のため休暇の変更を頼ん

でも、「休んだ後の仕事は、マネージャーがやればいいだろう、俺には関係

ない。」等と言って受け付けてくれなかった。 

このように仕事の進め方、改善意欲、協調性などの点で進歩がなかった

ので、すべて C評価となった。 

③ 昭和 61 年 4 月昇給から昭和 62 年 4 月昇給までの評価について 

昭和 60年年末からの二交替勤務実施に際し、X5にも協力を依頼したが、

組合の役員であることを理由に拒否された。 

昭和 61 年 8 月 18 日及び翌 19 日には、X7 の出向問題を理由に門前集会



 

 

に参加して遅刻を重ね、課していた目標生産台数の確保に及ばなかった。

X5 の担当していたデジマルシャフトの研削は、X5 と Y22 マネージャーにし

かできない技術なので、職場離脱には困り果てていた。 

改善改良活動にも消極的で、『私の考え』の提案もなく、QIC 発表会に積

極的に参加しなかった。 

このように業務効率が悪く、改善改良に対する積極性もないので、すべ

て C評価となった。 

(2) 申立人主張 

第一課で X5 は、シャフト付ピニオンの転造、加工のほかモーターシャフト

の転造を担当し、さらに焼入れの段取りも行っていたので非常に忙しく、改

善する余裕などなかったし、改善の勉強会への参加を求められたこともなか

った。 

また、フリーフローラック方式については、正式に説明されたことはなく、

焼入れについては、担当の女子社員の指示に従って段取りを行うというのが

通例であって、転造作業についても、忙しい中不足してきた部品の補充をす

るため、自分なりに加工順番を決めて行っていたのであるから、欠品を生じ

て生産に支障をきたしたなど聞いたこともなく、熱意がないとか業務能率で

進歩がないなどの非難は失当である。 

残業についても、X5 が残業や休出を申し出たのに、逆に断られた経過があ

り、突発的にどうしようもない時に限って残業が依頼されていたのである。

会社のいう 11 回の職場離脱についても、そのほとんどが当時会社が土浦分会

からの団交申し入れを拒否していたがために、茨城地労委及び中労委の命令

を経て、東京地裁に会社が行政訴訟を提起したものについて参加していたの

であって、常にマネージャーに事前通告していた。 

生産課に配属されていた頃は、ブランク内径不良の改善について、自分な

りにリーマ通しの取り代を少なくするという改善をしていたし、歯切盤での

加工に際しても、専用シュートがなくチャッキングミスが発生してしまうの

で、シュートにスペーサーをはめ込むなどして工夫していた。 

コレットチャックの破損が生じた場合は、すぐに Y22 マネージャーに報告

していたし、ワークシュートの改善等は日常的に工夫もし、また、コレット

チャック破損を防ぐためシュートを使わず、手で 1 個ずつワークシュートに

乗せて作業するなどして工夫していたのであって、改善意欲がないというこ

とはない。 

残業については、忙しいから残業する旨申し出ても正式に残業の要請がな



 

 

かったり、要請があったとしても組合活動や私用と重なってできなかったの

であって、残業要請を受ければ協力はしてきたのであるから、協調性に欠け

るということはない。 

休暇取得についても、理由を明記して 3～4日前には Y22 マネージャーに届

けを持っていったのであり、組合用件の場合、労働委員会の審問や裁判など、

どうしても日をずらせないこともあったが、「マネージャーがやればいいだろ

う、俺には関係ない。」などと言ったことはなく、「休暇を取った後の人の手

配等については、マネージャーにお願するしかない。そのために、前もって

休暇届を出しているんです。」との発言をねじまげているのであって、次の日

になって仕事が停滞して困ったということは一度も聞いたことはない。 

二交替勤務については、昭和 61 年 3 月末頃 Y22 マネージャーから協力依頼

があったが、当時既に住居を移転している旨伝えた以後は、依頼も説得もな

かったのである。 

昭和 61 年 8 月 18 日及び翌 19 日に遅刻したというのは、X7 の出向問題に

つき、これは会社が不当に教宣活動の弱体化を狙ったものであり、団交にも

応じないため、朝会社門前で要請行動を行ったもので、Y22 マネージャーに

事前通告をしてやむなく遅刻したものであるし、目標生産台数の確保に及ば

なかったというが、当時一日の生産目標があるなどは聞かされてはいなかっ

た。 

改善改良活動についても、改善提案を紙に書いて提出するということはし

なかったものの、円筒研削盤砥石巾の改善や作業場の清掃など日常的に工夫

していたのであって、QIC 発表会についても、組合活動上終業時間で帰るこ

ともあったが、毎回帰ったわけではない。むしろ、その内容については業務

的なのであるから、就業時間内に終了するよう設定すべきなのであって、会

社も自主的参加といっているのであるから終業後の拘束を強制できない。 

会社は X5 にみせしめ的制裁を加えているのである。 

(3) 判断 

ア 昭和 56 年下期から昭和 58 年下期までについて、会社は X5 の評価を下げ

ることとなった要因として、積極性のなさ、残業の少なさ、職場離脱を重

ねるなどの協調性のなさのほか、フリーフローラック方式の順番を守らな

いため欠品が生じ、予定通りの生産ができなかった旨指摘するので、以下

判断する。 

(ア) 改善の勉強会なるものを自主参加といいながら終業時間後に会社の

職制名で開催し、X5 に参加を呼びかけていなかったのは前記(第 1 の



 

 

6(5)オ)認定のとおりであって、X5 を排除しようとする意思が窺われる

うえ、自主参加の勉強会への参加の有無を評価の対象とすることは当を

得ない。 

(イ) 他の課員は改善提案をしていたという点についても、X5 と同じ 2等級

社員の改善提案を示すのならともかく、会社は等級を明らかにしていな

いままである。 

(ウ) 残業についても、X5 が残業や休出の申し出を断られることがあったの

は前記(第 1の 6(5)キ)認定のとおりであるし、時間数が少ないとはいえ、

残業を常に拒否していたわけではない。 

そもそも、残業をしたか否かは、新制度においては査定の対象とはな

らないはずであることは、前記(第 1の 3オ)認定のとおりである。 

(エ) 11 回に及ぶ職場離脱も、そのほとんどが茨城地労委事件の行政訴訟に

ついての裁判に出席するためであったのであり(第 1の 6(5)カ)、そのこ

とをもって、直ちに協調性を問題とするのは当を得ない。 

(オ) フリーフローラック方式の順番を守らないため欠品が生じたという

ことについても、前記(第 1 の 6(5)ウ)認定のとおり、X5 は焼入れ担当

の女子社員の指示に従い、また、不足してきた部品の補充をするため、

X5 なりに加工順番を決めて行っていたのであるから、欠品が生じて予定

通りの生産ができなかったという疎明はない。 

イ 昭和 59 年下期から昭和 60 年下期までについて、会社は、改善意欲のな

さと残業の少なさ、休暇の変更も聞き入れないなどの協調性のなさを指摘

するので、以下判断する。 

(ア) 前記(第 1 の 6(5)ス)認定のとおり、ブランクの内径不良に係る Y22

マネージャーの改善指示というのは、「リーマ通ししなくて済めばいい

なあ。」という独り言であり、実際は、X5 はリーマ通しの取り代を少な

くするなどの改善を行っていた。 

(イ) 同様に、チャッキングミスによるコレットチャックの破損に関しても、

X5 がチャッキングミスの防止のためシュートにスペーサーをはめ込む

などの工夫をしていたことは前記(第 1 の 6(5)サ)認定のとおりである

ので、X5 には改善意欲がなかったとはいえない。 

(ウ) 残業をしたか否かは、新制度においては査定の対象とはならないはず

であることは、前記(第 1の 3オ)認定のとおりである。 

(エ) 休暇については、X5は事前に届け出ているのであり(第1の6(5)タ)、

急な仕事が入って業務上支障が生じたという疎明はない。 



 

 

ウ 昭和 61 年 4 月昇給以降の評価について、会社は、二交替勤務を拒否した

こと、2 回にわたり運刻したこと、職場離脱を重ねて目標生産台数を確保

できず、デジマルシャフトの研削に支障をきたしたこと、さらには改善改

良活動にも消極的であったことを指摘するので、以下判断する。 

(ア) 前記(第 1の 6(5)ツ、テ)認定のとおり、X5 は二交替勤務については、

①車で通勤していること、②土浦事業所の近くに住んでいること、とい

う 2つの条件をどちらも満たしていなかった。 

(イ) X7 の出向問題の門前集会参加のため遅刻したという点については、会

社はこの問題についての団交に応じなかったのであり、X5 は事前通告も

していた(第 1の 6(5)ニ)のであるから、止むを得ないことである。 

(ウ) 職場離脱を重ねて目標生産台数の確保もできず、デジマルシャフトの

研削に支障をきたしたといっても、その目標数も達成できなかった事実

も示されてはおらず、この点につき会社の疎明もない。 

(エ) 改善改良活動やQIC発表会への参加に消極的だったという点について

は前記(第 1 の 6(5)ヌ)認定のとおり、X5 は日常的に改善工夫をしてい

たのであり、QIC 発表会は自主参加であるから、就業時間中は参加し、

それ以後帰ることがあっても積極性の評価の対象とすることは当を得

ない。 

エ 以上のことから会社の主張は採用できず、また、会社が X5 の積極的な組

合活動を嫌悪し、新制度の導入を契機として、その制度が本来予定してい

た評価方法によることなく、意図的に低く評価することによって、毎年 4

月の定期昇給及び年 2 回の賞与について賃金上の差別を行ったと解するの

が相当である。 

これは、X5 に対する不利益取扱いであるとともに、申立人組合の弱体化

を狙った支配介入であり、労働組合法第 7 条第 1 号及び第 3 号に該当する

不当労働行為である。 

6 X6 について 

(1) 被申立人主張 

① 昭和 56 年上期から昭和 57 年下期までの評価について 

X6 は昭和 56 年 7 月頃まで、Y23 課長の下で設計図に従って部品棚や台車

を作成していたが、材料の測寸ができず、熔接も歪みによる変形の影響の

ない箇所まで Y23 課長が行ってやらなければならないなど、X6 自身は簡単

なことしかできなかったうえ、ギヤブランク選別装置の作成に際し、電気

回路の設計ができるというのでまかせたところ、結局起動せず納期に間に



 

 

合わなくなり、他の者の協力を得て完成させたことがあった。 

また、ギヤケース専用機を担当していたときは、職場離脱をするのであ

てにならなかった。 

よって、他の社員と比べて評価は低くならざるを得ず、C評価となった。 

② 昭和 58 年 4 月昇給から同年下期までの評価について 

改善活動面においてX6と同じグループのX12社員は数多くの提案を出し

ていたし、品質強化月間における、『私の考え』の提案が課全体で 82 件出

たにもかかわらず、X6 からの提案は 1件もなかった。 

また、他の社員が数量確保のために残業していたのに比べ、X6 は段取り

の途中で帰ってしまうことがたびたびあり、X12 社員にのみ負担がかかっ

ていた。 

さらに、X6 は他の人と比べて段取りが遅いので、朝のミーティングで Y23

課長が注意をしたところ、ミーティング終了後 Y23 課長の両脇腹を強打し

てきた。 

そのほか、休暇の取得についても業務に支障が出るので変更を頼んでも

聞き入れてもらえず、そのカバーを他の課員が行っていた。 

よって、X6 の仕事をカバーしてくれた他の課員の方が高い評価となり、

X6 は C 評価となった。 

③ 昭和 59 年下期から昭和 60 年下期までの評価について 

当時段取り時間の短縮の改善が課題とされ、X6 と同じグループの X12 社

員が数多くの改善提案を出していたにもかかわらず、X6 は全く提案を出さ

なかった。 

また、多能工化を図るなかで、X6 は自分の担当のギヤケース加工の機械

以外は全く覚えようとせず、マスターできなかったし、数量確保のための

他の課員が残業しているにもかかわらず、X6 は段取りの途中で帰ってしま

うことがしばしばあって、X12 社員にのみ負荷がかかり、時間外協定を超

える残業も時としてやっていたので、X12 社員の評価がよくならざるを得

なかった。 

機械の準備運転については、他のグループ員が朝 8 時前には自主的に行

っていたにもかかわらず、X6 は 8 時 5 分頃出社してくるので準備運転がな

かなかできなくて、仕事の取りかかりが遅く、結果は生産数量面に顕著に

あらわれていたし、休暇の取得についても、仕事に支障が出るので変更を

頼んでも聞き入れようとせず、他のグループ員が X6 の仕事をカバーしてい

たので、他のグループ員の評価が高くなり、X6 についてはすべて C評価と



 

 

なった。 

④ 昭和 61 年 4 月昇給から昭和 62 年 4 月昇給までの評価について 

当時、部品の内製化をするため時差勤務を実施しており、X6 もそのメン

バーであったが、昭和 61 年 8 月に職場離脱を重ねるなど、仕事が遅く数の

確保に及ばなかったので、C評価となった。 

(2) 申立人主張 

X6 は部品棚や台車の作成については、一通り自分で行っていたし、電気回

路の設計をしたのは、技術課の課員であって、その回路図に従って X6 が制

御ボックスの組立てを行っていたのだが、途中で約 3週間入院したため完成

できなかったのである。 

また、Y23 課長の部下であった頃、X6 は QIC 活動や朝のミーティングから

排除されていて改善改良の提案を求められるような職場状況にはなく、しか

もミーティングから X6 を排除しようとする際に、Y23 課長が X6 に暴力をふ

るったのであって、X6 は暴力などふるってはいない。 

それに残業についてはできるだけ協力し、段取りの途中で帰る場合は X12

社員やグループリーダーに引き継ぎをしていたし、休暇についても予定日の

約 1週間前から上司に休暇届は提出していたのであって、組合用件が理由の

ときは「日を変更しろ。」とか、「休暇は認めない。」と言われるのが常であ

った。 

このような状況は Y22 マネージャーの部下であった頃も同様であるが、多

能工化という点では、X6 は一部扱ったことのない機械はあったものの、既に

モーターケース専用機など他の機械についても、段取りから加工まで行った

経験はあり、ギヤケース専用機以外は全く覚えようとせずマスターできなか

ったなどということはない。 

また、始業前の準備運転については、朝 8 時前には出社して電源を入れ、

準備運転(暖気運転)をしていたのであって、始業前に加工は行っていなかっ

たが、仕事の取りかかりが遅いなどということはない。 

X6 は、平成 2 年末現在で、X3 と一緒に二交替勤務に就き、購入してから

21 年も経過し加工精度の低下しているギヤケース専用機を扱っているが、ギ

ヤケースを作成しているのは、他には女子社員やパートであって、しかも彼

らは小型の最新の NC 制御のギヤケース加工機を用いているのである。 

X6 の同期同学歴入社の男子社員約 10 名は、このような作業は行っておら

ず、図面を描いたり、購買関係の管理的な仕事をしており、グループ長にな

っている者もいるのに比べ、X6 は 2 等級に据え置かれたままで、しかも B評



 

 

価とされたのは、昭和 56 年 4 月昇給の新制度導入時だけで、それ以後はす

べて C評価とされて不当な賃金差別を受けている。 

それだけでなく、ミーティングをはじめ職場内の食事会や祝事、葬儀の案

内からも組合員であるが故に排除されている。 

これらの会社の X6 に対する処遇は、他の申立人組合員に対する処遇と同

様、X6 の正当な組合活動を嫌悪してなした不利益取扱いであるとともに、み

せしめとすることによって申立人組合の弱体化を狙った支配介入である。 

(3) 判断 

ア 昭和 56 年上期から昭和 57 年下期までの評価の根拠について、会社は、

熔接や電気回路の設計等ができなかったことと職場離脱をしたことを指摘

するので、以下判断する。 

前記(第 1の 6(6)エ)認定のとおり、電気熔接機を使った部品棚や台車の

作成はもともとは外部委託していたものであり、それを熔接の経験もなく、

しかも工場棟から離れたプレハブ倉庫でただ一人で作業させていたのであ

るから、短期に技術向上が図れなかったのは当然のことであるし、電気回

路の設計については、双方の主張には疎明がなく、職場離脱については具

体的な日時が明らかではない。 

イ 昭和 58 年 4 月以降の評価の根拠について、会社は改善提案を全く出さな

かったこと、残業の少ないこと、休暇取得及び機械の準備運転等について

指摘するので、以下判断する。 

(ア) 前記(第 1 の 6(6)サ)認定のとおり、改善提案については、X6 が QIC

活動のメンバーからはずされていたことからすれば、提案しなかったの

は首肯できることである。 

(イ) 多能工化を図るための残業については、Y22 マネージャーは X6 に対し

て指示したことはなく(第 1 の 6(6)ケ)、また、X6 がギヤケース加工の

機械以外も扱っていたことがあるのは前記(第 1 の 6(6)ア)認定のとお

りであって、その他の機械の段取りなどができなかったとする疎明はな

い。 

また、数量確保のための残業が少なかったというが、残業をしたか否

かは、新制度においては査定の対象とはならないはずであることは、前

記(第 1の 3オ)認定のとおりである。 

(ウ) 休暇取得については前記(第 1 の 6(6)ソ)認定のとおり、X6 は事前に

届け出ていたのであり、業務上支障が生じたという疎明はない。 

(エ) 機械の準備運転に関しては、X6 の出社時間について双方は争うが、前



 

 

記(第 1 の 6(6)ス)認定のとおり当時の始業時間は 8 時 20 分であったの

だから、いずれにしても遅刻ではなく、また生産数量面で劣っていたと

する会社の提出資料は平成元年や平成 2年のものであるから、これらの

資料から直ちに当時の X6 の実績を知ることはできず、やはり疎明がな

い。 

ウ 昭和 61 年 4 月昇給から昭和 62 年 4 月昇給までの評価の根拠について、

会社は、度重なる職場離脱により、生産数量の確保に及ばなかったという

ので、以下に判断する。 

X6 が、X7 の出向問題で門前集会に参加したこと(第 1 の 6(6)チ)につい

ては、会社はこの問題についての団交に応じなかったのであるから、やむ

を得ないことであり、また、生産数量の確保に及ばなかったとする疎明も

ない。 

エ 新制度における評価は、同じ等級の者どうしで比較されるべきところ、

会社が示すのは、一部 X12 社員との比較があるだけで、それも主に改善提

案の有無や残業の多寡であり、会社が X6 を C 評価としてきた合理的かつ客

観的根拠に乏しい。 

オ 以上のことから会社の主張は採用できず、また、会社の X6 の積極的な組

合活動を嫌悪し、新制度の導入を契機として、その制度が本来予定してい

た評価方法によることなく、意図的に低く評価することによって、毎年 4

月の定期昇給及び年 2 回の賞与について賃金上の差別を行ったと解するの

が相当である。 

これは X6 に対する不利益取扱いであるとともに、申立人組合の弱体化を

狙った支配介入であり、労働組合法第 7 条第 1 号及び第 3 号に該当する不

当労働行為である。 

7 X7 について 

(1) 被申立人主張 

① 昭和 56 年下期及び昭和 57 年 4 月昇給の評価について 

X7 には、現場を知ってもらうため生産課の実習をしてもらい、Y12 管理

課長が実習先の Y19 マネージャーと相談しながら評価を行ったところ、評

価の対象となった事実としては、まず、不慣れのため生産性が他の者と比

べて約 70～80％しかなかったうえ、X13 社員の話によれば、仕事への意欲

がないということであり、また残業や休出への協力がなかったので、他の

課員がフォローしなければならなかったし、マネージャーがワークの持ち

方を指導してもなかなか教えたとおりにせず、自分のやり方でしかやろう



 

 

としないため作業能率も低下した。 

よって昭和 56 年下期は C評価とし、昭和 57 年 4 月昇給については、(株)

サービス管理課の頃の評価と今後のX7の努力を期待してB評価としたので

ある。 

② 昭和 57 年上期及び同年下期の評価について 

X7 が約半年間の実習期間を終える頃、受注増の対応に社内の生産が追い

つかず、生産応援として生産課に請われて引き続き研磨作業を行っていた

ので、評価に際しては応援先の Y19 マネージャーに就業状況の報告を受け

て、同じ課の課員と比較して評価したところ、改善に対する積極的な取り

組みがなかったうえ、当時 X7 と同じラインで仕事をしていた X13、X18 の

両社員については、X7 の指導をしてもらいながら X7 の仕事の足りない部

分を補ってもらっていたため、残業時間も多くなっていた。 

以上のことを考慮し、ともに C評価となった。 

③ 昭和 58 年 4 月昇給から同年下期までの評価について 

X7 は、研磨作業を実習期間・生産応援の期間を含めて 2年間行っていて

も、砥石の交換もできなかったうえ、ワークを飛ばし、ドライブセンター

を破損させるという通常 2 年間も同じ作業をすれば発生するはずのないミ

スを犯すなど、仕事に対する向上心が感じられなかった。 

しかも、当時、X7 のギヤシャフト加工のグループが改善に取り組んでい

たにもかかわらず、X7 自身はそれに一度も参加したことがないうえ、X7 が

定時で退社してしまうことによる遅れ分を X13、X19 の両社員で残業してカ

バーしていたという状況であった。 

以上のようであったので C評価とした。 

④ 昭和 59 年下期から昭和 60 年下期までの評価について 

業務の改善改良を全社員の毎日の課題としていたところ、同じ課の課員、

例えば X20 社員は、「ノー工具化」の改善提案を行い、1982 年下期には社

長賞の候補にあがったことがある。 

ほかにも位置決め治具の改善やブランクの取り易いシュートの改善など

が出されたし、X7 と担当は違うが、同じ課の X13 社員に設備の修理・保守

保全にチャレンジさせたところ、機械トラブルの原因分析、対策の基礎作

りを完成させて、1984 年度下期個人賞を受賞したが、X7 からは積極的な提

案はなかった。 

また、X7 は日常業務において、仕事の順番を指示されても翌日に回した

り自分のペースで作業を行い、残業にも協力しようとしないので、他の課



 

 

員がカバーしなければならなかった。 

このように他の課員と比べて、X7 は活発な改善活動・意欲的な取り組み

姿勢が欠如していたことからすべて C評価となった。 

⑤ 昭和 61 年 4 月昇給及び同年上期の評価について 

X7 には研磨作業のほかにラインの作業もチャレンジさせたところ、覚え

ようという意欲のないためかパートタイマーのレベルで、男子社員として

の仕事やマネージメントはできなかったし、改善活動に対する協力が全く

なく仕事への意欲も全く感じられなかった。 

また、X7 と同じ課の機械加工の社員は残業することにより結果的には実

績も上がっていたので、評価も X7 より高くなったのである。 

このような状況から C評価となった。 

⑥ 昭和 61 年下期及び昭和 62 年 4 月昇給の評価について 

昭和 61年下期時点で、X7は組織上は OED 商品事業部に所属しているが、

実際には出社しておらず、評価期間中は 2 か月以上の欠勤であったので、

先の勤務地である土浦事業所生産課の Y15 課長の評価を参考に、昭和 61 年

下期は C評価とした。 

なお、同年上期も C評価であったので、昭和 62 年 4 月昇給についても C

評価となった。 

(2) 申立人主張 

X7 は昭和 56 年 8 月、(株)サービスの出向を解かれて土浦事業所管理課に

配転されてから、1 年半も生産実習と称して生産現場作業だけやらされると

いう、仕事上の差別処遇を受けた。 

その後昭和 58 年 3 月、同事業所第一課に配転されてからも従前同様研磨作

業をやらされたが、砥石の交換は自分でできたし、手動の研削盤での作業は

非常に危険ではあるものの、作業の中身自体は単純であって、その単純作業

の繰り返しの中で作業ミスをして不良を作ることもあったが、会社のいう、2

年間も同じ作業をしていると発生するはずのないミスということは現実には

あり得ない。 

また、QIC 活動に参加を求められたこともなく、いつ、どこで行っている

のか報告もなかったし、残業については Y21 所長から理由を示して命じられ

たことなどなかった。 

X7 は入社 11 年目にして初めて現場での機械加工を経験したのであって、

改善提案の件につき、会社のいう X20 社員の提案時点の 1982 年下期は、X7

にとって実習の 1 年目であったのだから、現場経験 8 年目の X20 社員と同じ



 

 

ような生産関係の提案を期待するのは常識的に考えて無理であるし、X13 社

員は工業高校出身で生産現場 7年の経験を積んでいた者である。 

X7は機械の構造についても教えてもらえず、「余計なことには手を出すな。」

とも言われ、持ち場の仕事について提案する環境にはなかったのである。 

そのほか急ぎの仕事についてはきちんと優先して加工していたし、特注品

については納期が明らかなのでそれに間に合うように加工していたのであっ

て、苦情が出たとは聞いたことはなく、Y22 マネージャーから指摘されたこ

ともなかった。 

残業についても、Y22 マネージャーやリーダーから指示されたことは一度

もなかったのである。 

X7 は昭和 61 年 8 月、0ED への出向を命じられ、同年 12 月から OED 商品事

業部に就労したが、その間出社しなかったと会社がいうのは、会社が多数の

職制を動員して X7 の就労を拒んだため出社できなかったのである。 

この出向命令は本人の同意もなく、団交にも応じないで一方的に行ったも

のであり、出向先で X7 は机を与えられず、典型的な現場作業や雑用をやらさ

れた。 

このことは千葉県地方労働委員会及び中労委においても不当労働行為であ

ると認定されており、X7 は、同期同学歴入社の者と比べ、不当に低い格付け

に据え置かれている。 

この格差は同人の組合活動を嫌悪し、組合からの脱退等を狙ったみせしめ

的な差別処遇に基づくものである。 

(3) 判断 

ア 昭和 56 年下期の評価の根拠について、会社は生産性や作業能率が低いこ

と及び残業や休出に協力しないことなどを指摘するので、以下判断する。 

(ア) X7 が大学の文科系学部の卒業であること(第 1 の 1(9))や、それまで

現場作業に従事したことがなく、生産実習中であったこと(第 1 の 6(7)

ウ)からすれば、「不慣れ」であることは止むを得ないことである。 

(イ) 残業や休出に協力しないとはいっても、残業をしたか否かは、新制度

においては査定の対象とはならないはずであることは、前記(第 1 の 3

オ)認定のとおりである。 

イ 昭和 57 年上期及び同年下期の評価の根拠について、会社は改善に対する

積極的姿勢の欠如及び X7 を指導していた社員の残業の多さを指摘するの

で、以下判断する。 

(ア) 前記(第 1の 6(7)ウ)認定のとおり、生産実習は 1か月程度の短期間で



 

 

終了するのが通例であるところ、X7 の場合は、約 1年半にも及んだこと

からすると、積極性を求めることは当を得ないといえる。 

(イ) X7 の指導をしていた社員の残業が多かったとしても、残業をしたか否

かは、新制度においては査定の対象とはならないはずであることは、前

記(第 1の 3オ)認定のとおりである。 

ウ 昭和 58 年 4 月昇給から同年下期までの評価の根拠について、会社は、砥

石の交換もできなかったこと、発生するはずのないミスを犯したこと、改

善活動に参加しなかったこと及び残業しなかったことなどを指摘するので、

以下判断する。 

(ア) 砥石の交換もできず、発生するはずのないミスを犯したとする疎明は

なく、前記(第 1 の 6(7)カ)認定のとおり、X7 はギヤシャフト加工グル

ープの改善活動には、参加を求められなかったのであるから、会社の指

摘は当を得ない。 

(イ) 残業しなかったといっても、残業をしたか否かは、新制度においては

査定の対象とはならないはずであることは、前記(第 1の 3オ)認定のと

おりである。 

エ 昭和 59 年下期から昭和 60 年下期までの評価の根拠について、会社は、

他の課員が積極的に改善提案を行っていたにもかかわらず X7 は提案しな

かったこと、仕事の順番を指示されても翌日に回したり自分のペースで作

業したこと等を指摘するので、以下判断する。 

(ア) 会社の主張する改善提案の X20 社員の例は昭和 57 年下期のことであ

って時期を取り違えている。X13 社員の例は、前記(第 1の 6(7)コ)認定

のとおり、Y22 マネージャーが指示して機械修理の専任として行わせた

ものであって、比較の対象としては不適切である。 

(イ) また、X7 は研磨作業の終了した物はコックマーケットに入れており、

それが後工程に引き取られていく状況はコックマーケットを見れば把

握できたのであって、指示されればもちろんのこと、指示がなくても後

工程からの要請を優先して作業するのが現場の実態であったこと(第 1

の 6(7)ケ)からすると、作業手順は、ある程度 X7 自身の判断に委ねられ

ていたとみるのが妥当であり、それによって仕事が遅れたとまでする疎

明はない。 

(ウ) 残業をしたか否かは、新制度においては査定の対象とはならないはず

であることは、前記(第 1の 3オ)認定のとおりである。 

オ 昭和 61 年 4 月昇給及び同年上期の評価の根拠について、会社は、仕事へ



 

 

の意欲がなかったこと、改善活動をしなかったこと及び他の者の残業が多

かったことなどを指摘するので、以下判断する。 

前記(第 1の 6(7)カ)認定のとおり、X7 は、そもそも改善活動に参加を求

められていなかったのであり、また、合理的な理由もなく生産現場での作

業をやらされていたといえるから、申立人のいうように、改善を提案する

環境になかったと考えられる。 

また、残業をしたか否かは、新制度においては査定の対象とはならない

はずであることは、前記(第 1の 3オ)認定のとおりである。 

カ 昭和 61 年下期及び昭和 62 年 4 月昇給の評価の根拠について、会社は、

X7 が欠勤したことを挙げるので、以下判断する。 

(ア) X7 には、昭和 61 年 8 月 1 日付けで OED への出向が発令されたが本人

の同意はなく、同年 11 月 27 日、出向命令等の効力停止の仮処分申請が

却下されて、同年 12 月 4 日から OED に就労するまでの間、結果として

OED に出社しなかった(第 1 の 6(7)ス、セ及びソ)のは事実ではあるが、

この出向命令については、前記(第 1の 2(4))認定のとおり当委員会にお

いて不当労働行為であると判断したとおりである。 

(イ) さらに昭和 61 年下期の評価期間中(昭和 61 年 5 月から 10 月まで)の

前半においては、X7 は生産課に勤務していたが、その間の X7 の低評価

の根拠となった事実について、会社は何ら示してはおらず、昭和 62 年 4

月昇給も含めて X7 を C 評価としたことにつき合理的理由を認めること

はできない。 

キ 新制度における評価は、同じ等級の者どうしで比較されるべきところ、

会社の主張にはそのような比較が示されてはいない。 

ク 以上のことから会社の主張は採用できず、また、会社が X7 の積極的な組

合活動を嫌悪して仕事上の差別取扱いをしたうえ、新制度の導入を契機と

して、その制度が本来予定していた評価方法によることなく、意図的に低

く評価することによって、毎年 4 月の定期昇給及び年 2 回の賞与について

賃金上の差別を行ったと解するのが相当である。 

これは、X7 に対する不利益取扱いであるとともに、組合の弱体化を狙っ

た支配介入であって、労働組合法第 7 条第 1 号及び第 3 号に該当する不当

労働行為である。 

8 X8 について 

(1) 被申立人主張 

① 昭和 56 年上期から昭和 57 年下期までの評価について 



 

 

X8 には、Y3 グループで組付作業と部品加工を担当させたが、図面を読ん

で組付をしたり機械加工する能力がなく、一つ一つの作業ごとに指示して

やらないと仕事が進まない状態だった。 

例えば油圧プレスの部品であるポストのスペーサー寸法修正も、一人で

出来ないので毎回指示する必要があったし、ハンドタップのネジ立て作業

では工具をよく破損させ、旋盤加工でラックの長さを縮める場合も、バイ

トの選択や取り付けを行ってやらねばならなかったうえ、フライス加工で

もワークのセットや刃物の取り付けをマネージャーが行ってやらないと加

工作業ができなかった。 

それらに加え、フライス加工においては工具とワークをぶつけて工具を

破損させ、工具の整理整頓もできなかったうえ、組立コンベヤーのフレー

ムの塗装において取付基準面へ塗装してしまうということがあった。 

このような状況から、即戦力としてはほとんど期待できず、C 評価とな

った。 

② 昭和 58 年 4 月昇給から昭和 59 年上期までの評価について 

昭和 58 年 4 月昇給については、この 1年間あまり進歩が見られなかった

ので C評価とした。 

そして、同年上期については、仕事の進め方や機械の取扱い面で多少の

進歩が見られるようになったので B 評価としたものの、同年下期について

は、X8 が残業や休出に全く理解を示さず、急ぎの仕事が入っても職場離脱

をするため、安心して任せられなかったうえ、他の課員との折り合いが悪

くチームワークでの仕事をさせられなかったので、一人でもできる冷凍機

の研究をさせたところ、その成果が上がらなかったので C評価とした。 

なお、昭和 59 年 4 月昇給と同年上期についても同様であったので C評価

とした。 

③ 昭和 59 年下期及び昭和 60 年 4 月昇給の評価について 

X8 は、土浦事業所総務課で営繕業務を担当していたのだが、同じ営繕グ

ループの X16、X15 両社員がすべての仕事をこなすことができたのに対し、

X8自身は配属されてからも日が浅く、半人前の仕事しかできなかったうえ、

新しい仕事へのチャレンジが全くなく『私の考え』の提出件数も全くなか

った。 

しかも度重なる職場離脱でグループに迷惑をかけたうえ、自己中心的で

協調性もなかったことから、昭和 59 年下期については C評価とした。 

昭和 60 年 4 月昇給についても、同様に、他の営繕グループの人と比べて



 

 

半人前の仕事しかできなかったので C評価とした。 

④ 昭和 60 年上期から昭和 61 年下期までの評価について 

X8 が昭和 60年 3月 12 日にフォークリフトの運転免許を取得したことに

より、2 名の先輩社員と同様の業務ができるようになったので、それがプ

ラス評価につながって昭和 60 年上期については B評価となった。 

続く同年下期については仕事の中で改善が見られ、2～3名の連名ながら

『私の考え』を提出して QIC 活動にも参加し、成果発表会の資料作成も時

間外に積極的に行ったので B評価とした。 

よって昭和61年 4月昇給についてもB評価となり、同年上期については、

この時期、同じグループの X15 社員が管理課に異動したことで 1 名減員と

なったにもかかわらず、改善によって従来同様業務に支障をきたすことな

く仕事を進めることができたので B評価とした。 

しかし、同年下期については、昭和 61 年 8 月 18 日及び翌 19 日に指名ス

トライキの通告もないまま、X7 の出向問題に関する抗議と称して無断で遅

刻したことがあったうえ、X8 が、X16 社員と二人で担当していた産業排水

処理装置の運転において、薬品注入とペーハー管理のミスが続き、濾過装

置が故障してしまったため、約 76 万円の費用をかけて交換しなければなら

なかったことから、C評価とならざるを得なかった。 

なお、この件に関しては上司の Y24 課長は Y10 所長から叱責を受け、X16

社員もマイナス評価となっている。 

(2) 申立人主張 

昭和 56 年上期から昭和 57 年下期までの評価期間中のことについて、会社

は、X8が図面を読んで組付をしたり、機械加工する能力がないと主張するが、

X8 は工業高校電気科の卒業であるから図面は読めるし、当時工機部に配属と

なってから 2 年を経過し、機械はある程度使えるようになっていたのである

から、ポストのスペーサーの寸法修正について毎回指示されたことはない。 

また、ハンドタップのネジ立て作業について、タップは X8 を含めて誰でも

最初は折るのであり、特に X8 の折った回数が多かったということはなく、旋

盤加工でラックの長さを縮める作業は X8 はそもそも従事したことすらない。 

フライス盤についても X8 は扱えたし、工具の整理整頓ぐらいはきちんとや

っていたのであって、取付基準面への塗装についてはそれ自体考えられない

ことであって、X8 はもちろんそのようなミスは犯してはいない。 

昭和 58 年下期から昭和 59 年上期までの C 評価については、X8 は昭和 58

年 5 月 24 日(東葛総行動)以前は残業に協力していたが、その日以後昭和 59



 

 

年 8 月に土浦事業総務課に配転となるまで、差別と嫌がらせの最も激しい時

期で、残業指示は全くなかった。 

会社が職場離脱というのは、組合に対する不当労働行為をやめさせるため

ストライキに参加したことがあったのであって、X8 はこの頃、冷凍庫の研究

と称して他の社員から切り離されたうえ、Y2 課長は中古の冷蔵庫 1 台を X8

に与えただけで、何一つ指示しなかった。 

よって、C評価の理由は納得いくものではない。 

また、昭和 59 年下期及び昭和 60 年 4 月昇給の C 評価については、総務課

での営繕の仕事は初めてで、X16、X15 両社員に教えてもらいながら作業して

いたのであるから、会社が「半人前」というのも当り前のことであるし、Y24

総務課長の頃は、改善活動に参加させられ、改善提案も出したが、Y21 所長

が総務課長であった頃は、改善活動に参加させられなかったので、『私の考え』

の提出件数が全くなかったのである。 

昭和 61 年下期の C評価の理由として、会社は 8月 18 日及び翌 19 日の無断

遅刻をあげるが、両日とも就業時間前に Y24 課長が不在であったため、総務

課の女子社員に遅刻する旨届け出ているのだから無断ではないし、産業排水

処理装置の濾過装置の故障については、X8 は X16 社員を補佐していたに過ぎ

ず、機械そのものが旧型で故障しやすかったのであって、その一時金支給の

面談に際しても、Y24 課長はこのことを C 評価の根拠として挙げてはいなか

ったのである。 

X8 は組合活動を理由に数々の仕事差別と嫌がらせを受けてきたうえ、賃金

面でも差別されて、同期同学歴入社の者と比較して格付けを低く抑えられて

きた。 

これは、明らかに、同人が組合員であること、そして組合活動をすること

を嫌悪して、差別しているのである。 

(3) 判断 

ア 昭和 56 年上期から昭和 57 年下期までの C 評価の根拠について、会社は

X8 の作業能力の低さを指摘するが、前記(第 1 の 1(10))認定のとおり X8

は工業高校電気科を卒業したのであるから、図面を読めないとは考えにく

いうえ、会社の指摘するミス事例や一人で作業できないとする事例は、す

べて既に退社した Y3 マネージャーから聞いた話とするのみで、第 1次評定

者の Y8 課長自身は実際には X8 の作業や日常の状況をほとんど見ておらず

(第 1の 6(8)オ)、しかもフライス加工作業については X8 が X2 を指導して

いたこと(第 1の 6(8)エ)からすると、会社の指摘は当たらない。 



 

 

イ 昭和58年下期から昭和59年上期までのC評価の根拠について、会社は、

X8 が残業や休出に全く理解を示さず、職場離脱をしたこと等を指摘するの

で、以下判断する。 

(ア) 残業をしたか否かは、新制度においては査定の対象とはならないはず

であることは、前記(第 1の 3オ)認定のとおりである。 

(イ) 職場離脱については、その具体的日時が明らかではなく、疎明がない。 

(ウ) むしろ、この時期については、前記(第 1の 6(8)キ、ク及びケ)認定の

とおり、X8 が様々な嫌がらせを受けていたことからすれば、会社が X8

の組合活動を嫌悪していたことは十分推認され、これらの C評価につい

て客観的かつ合理的根拠を認めることはできない。 

ウ 昭和59年下期及び昭和60年 4月昇給のC評価の根拠について、会社は、

X8 が総務課に配転となってから X15、X16 両社員に比べて半人前の仕事し

かできなかったうえ、『私の考え』の提案も全くなく、職場離脱を重ねてグ

ループに迷惑をかけ、自己中心的で協調性もなかったと指摘するので、以

下判断する。 

(ア) X8 にとって営繕業務は初めてで、当初は X15、X16 両社員に教えても

らいながら作業していた(第 1 の 6(8)シ)のであるから、X8 と両者とを

比較するのは適切ではない。 

(イ) この時期『私の考え』の提出が全くなかったとはいっても、前記(第 1

の 6(8)ス)認定のとおり X8 が改善活動への参加を求められなかったこ

とからすれば、提案しなかったのは首肯できることである。 

(ウ) 職場離脱については、具体的日時が明らかではなく、また、自己中心

的で協調性もなかったということについての疎明はない。 

エ 昭和 61 年下期を C評価とした根拠について、会社は無断遅刻したこと及

び産業排水処理装置の濾過装置の故障を挙げるので、以下判断する。 

(ア) 無断遅刻の件については、前記(第 1 の 6(8)ツ)認定のとおり、X8 は

就業時間前に、遅刻する旨総務課の女子社員に伝え、Y24 課長にも伝え

てくれるよう依頼していたのであるから、無断であるとはいえない。 

(イ) 濾過装置の故障の原因については、徹底的に究明されていないにもか

かわらず、X8 が犯したミスであるかのように会社は主張するが、X8 が

X16 社員と二人で従事し、X16 社員の方が経験豊富であったこと、産業

排水処理装置は旧型で、後に新型に切り替えられていること(第 1 の

6(8)シ、テ)、昭和 61 年下期一時金の面談に際して Y24 課長はこの件を

評価の根拠として挙げていないこと(第 1の 6(8)ト)、さらに、この件に



 

 

ついて Y24 課長が上司から叱責を受け、X16 社員もマイナス評価となっ

たとはいっても、その具体的評語が明らかではないこと等を総合して判

断すると、この濾過装置の故障を C評価の根拠とすることは妥当ではな

い。 

オ 以上のことから会社の主張は採用できず、また、会社が X8 の積極的な組

合活動を嫌悪して、仕事上の差別取扱いをしたうえ、新制度の導入を契機

として、その制度が本来予定していた評価方法によることなく、意図的に

低く評価することによって、毎年 4 月の定期昇給及び年 2 回の賞与につい

て賃金上の差別を行ったと解するのが相当である。 

これは、X8 に対する不利益取扱いであるとともに、申立人組合の弱体化

を狙った支配介入であって、労働組合法第 7 条第 1 号及び第 3 号に該当す

る不当労働行為である。 

9 X9 について 

(1) 被申立人主張 

① 昭和 58 年上期及び昭和 59 年下期の評価について 

昭和 58 年上期については、X9 は開発部より豊四季事業所に異動した直

後で、一部開発部としての仕事(新マグネットの評価)を継続していたが、

個人プレー的な仕事のため無難にこなしていた。 

しかし、事業所の新課題については、まだ評価ができるまでに至ってい

なかったので、全体として B評価とした。 

昭和 59 年下期については、メインのテーマとしていた自動検査装置の作

成が半年の納期遅れながらも一応完成し、その効果も大きかったので B 評

価とした。 

② 昭和 58 年上期以降のその他の期間の評価について 

X9 を C 評価とした理由は、以下の 3つの点で 3等級社員としての期待す

るレベルに達しなかったからである。 

まず、1つ目は「良いコミュニケーション作りの努力」の点である。 

例えば QIC 活動やレクリエーション等の時間外活動に参加せず、終業時

間が来るとすぐ退社してしまうため、他の社員との情報交換がなく、自分

の測定している製品が既に設計変更されていることを知らず、仕事を進め

てしまったことがあった。 

2 つ目は「自らの仕事の拡大」という点である。 

X9 は与えられた仕事しかせず、自ら改善して次の仕事につなげることが

なかったばかりか、仕事の内容を他の課員に理解させようとしなかったし、



 

 

必要な道具すべてが準備されていないと「無いからできません。」と言って、

仕事が停滞してしまったうえ、会社主催の講演会等への出席もなく、『私の

考え』も 3年間全く提出しなかった。 

3 つ目は、「協力・援助」の点である。 

納期前に終りそうな仕事でも納期ギリギリまで完了させず、次の仕事に

取り組もうという気力が全く感じられなかったし、生産課からの応援依頼

に対して他の技術課員が自主的に協力していたにもかかわらず、X9 は協力

しなかったので、X9 自身の仕事を進める上で生産部門の積極的協力は得ら

れなかった。 

(2) 申立人主張 

会社の主張は抽象的で、具体的な仕事内容、日付等を説明していない。 

これは仕事の具体的な内容に対する評価よりも、まず評価される対象であ

る X9 が組合員であるか否か、組合活動を行ったか否かが評価の対象となって

いるということであり、実際昭和 58 年上期以降、一度も仕事に対する評価の

説明はなされていない。 

会社は、昭和 58 年 6 月 24 日の新入社員歓迎会から X9 を排除しただけでな

く、その後も現在まで職場内の冠婚葬祭を含めた一切のつき合いから排除し

ているのであって、これが「良いコミュニケーション作りの努力」の実態な

のである。 

そして、昭和 60 年 5 月 8 日、X9 が、Y11 課長に仕事を取り上げるのをやめ

るよう申し入れた時、Y11 課長が、「みんなが嫌っている組織に入っている人

を、同列の扱いにできないということはある。」と発言していることからも分

かるように、「自らの仕事の拡大」を X9 に求めていながら、課長自らが X9 の

仕事を組合員であるが故に制限しているのである。 

さらに、「他課の応援をせよ」という業務命令を Y11 課長が出したことはな

く、仮に生産課から応援依頼があったとしても、業務命令を経由せず、他課

である技術課の課員が、勝手にできるものではないことは明らかである。 

そのほか自動検査装置について、会社は「半年の納期遅れながらも云々」

と主張しているが、この装置は、もともと高松事業所技術課で試作を始めた

が、うまくいかなくて頓挫したものであって、課長から具体的な納期の話を

されたことはない。 

会社は配転・出向事件(第 1の 2(4)、第 3次申立事件)のときに提出した Y28

高松事業所技術課長の陳述書の中で、「X9 君の実績は即戦力となるし、又現

在の高松事業所技術課にとって、最適任者と思われた……」と、X9 のことを



 

 

高く評価しているのであり、仕事に関する評価として、今回とは相矛盾する

内容となっている。 

評価する上司によって大きく内容の変わる評価が、合理的な仕事に対する

評価であるはずがないのである。 

(3) 判断 

ア 昭和 56 年上期から昭和 58 年 4 月昇給までの評価について、X9 は B 評価

となっており(第 1 の 6(9)エ)、双方特に主張していないので、昭和 58 年

上期以降の評価につき検討する。 

イ 昭和 58 年上期以降において、昭和 58 年上期と昭和 59 年下期を B評価と

した根拠について、会社は、仕事を無難にこなしていたこと及び自動検査

装置の作成を挙げ、その他の期間をすべて C 評価とした根拠は、①良いコ

ミュニケーション作りの努力、②自らの仕事の拡大、③協力・援助、の 3

点において 3 等級社員としての期待するレベルに達しなかったためである

とするので、以上判断する。 

(ア) 新制度における評価は、同じ等級の者どうしの比較の上で論じられる

べきところ、B 評価とされた期間も含めて会社は何らそのような比較を

示してはいないうえ、昭和 58 年上期の評価についての Y11 課長の、「今

回は、一応 B評価にしておいたけれど、ああいうことが続くんなら分か

らないよ。」との発言(第 1 の 6(9)ウ)からすると、評価の恣意性は否定

し難い。 

(イ) むしろ、Y11 課長らが「誰も君のことを仲間だなんて思ってないよ。」

などと言って、X9 に、新入社員の歓迎会への出席を断念させたこと(第

1の 6(9)カ)や、昭和 60 年 5 月 8 日、X9 の仕事を取り上げたことに関す

る同課長の、「みんなが嫌っている組織に入っている人を、同列の扱い

にできないということはある。」(第 1 の 6(9)ケ)との発言からも、当時

会社が X9 の組合活動を嫌悪していたことが窺われる。 

ウ 以上のことから会社の主張は採用できず、また、会社が X9 の積極的な組

合活動を嫌悪して、仕事上の差別取扱いをしたうえ、新制度の導入を契機

として、その制度が本来予定していた評価方法によることなく、意図的に

低く評価することによって、毎年 4 月の定期昇給及び年 2 回の賞与につい

て賃金上の差別を行ったと解するのが相当である。 

これは、X9 に対する不利益取扱いであるとともに、申立人組合の弱体化

を狙った支配介入であり、労働組合法第 7 条第 1 号及び第 3 号に該当する

不当労働行為である。 



 

 

Ⅱ 除斥期間について 

(1) 被申立人主張 

会社が毎年行う、昇級行為は、毎期の人事考査に基づいて、その都度行わ

れる完結した行為であり、「継続する行為」に該当しないことは明らかであっ

て、これは、毎年の賞与支給についても同様である。 

したがって、本件救済申立日たる昭和 63 年 2 月 23 日より 1 年以前に係る

すべての申立は、労働組合法第 27 条第 2項により却下されるべきである。 

(2) 申立人主張 

昇給差別は、まず、差別的査定があり、これを基礎として差別的昇給決定

が行われ、更にこの昇給決定を基礎して差別的賃金が支払われるという構造

をもっていることから、同一の不当労働行為意思のもとに毎年反復累行され、

本件申立後も組合嫌悪による差別が継続しているので、全体として「継続す

る行為」とみるのが相当である。 

(3) 判断 

本件昇給及び一時金差別は、毎年度の昇給及び一時金決定に当たり、会社

が、各申立人組合員に対して差別を繰り返していると認めることができ、会

社の不当労働行為意思が一貫して継続していると推認できることから、各年

度の昇給及び一時金決定行為は、連続して一体をなし、本件申立時に至って

おり、申立後も引き続き連続して一体をなしているとみることができる。 

よって、全体として、「継続する行為」と捉えるのが相当であると解するの

で、被申立人の主張は採用できない。 

Ⅲ 団結権侵害に対する賠償について 

(1) 申立人主張 

団結権を侵害したことに対して、会社が申立人らに対し、金 300 万円をそ

れぞれ支払うことを求めるものである。 

(2) 被申立人主張 

損害賠償は、私法上の救済に他ならず、事実上の救済を行う労働委員会の

権限外であることは明白であるから、当然に却下されるべきである。 

(3) 判断 

労働委員会による救済は、直接的に、かつ事実上、団結権に対する侵害そ

のものを除去し、もって正常な労使関係の回復を図ろうとするものである。 

よって、賠償請求については、認めることはできない。 

Ⅳ 救済方法について 

(1) 申立人主張 



 

 

昭和 56 年度乃至平成 2年度の各等級及び号数につき、各年度ごとにその年

の 4 月 1 日に遡って、各個人申立人らを除いた、それぞれの同期同学歴入社

の者の中位者(等級及び号数の高い順、即ち支給賃金額順に並べた場合の丁度

中間に位置する者)と同じ等級及び号数に格付けするとともに、その格付けで

あったならば得られたであろう賃金と実際の支給額との差額を求めるもので

ある。 

(2) 被申立人主張 

申立人は、同期同学歴入社の者の等級及び号数についての経年的調査結果

の一覧表(以下「一覧表」という。)を示すが、その調査とは、組合員らの聞

き取りによるというもので、客観的な裏付け資料に乏しい。 

しかも、一覧表作成にあたり、申立人は、旧制度において、同期同学歴入

社の者の基本給が全く同じであることを前提としているが、この前提自体が

実は誤りであって、基本給に差異は生じていたのである。 

よって、一覧表に基づいて、申立人組合員を同期同学歴入社の者の中位者

と同じ格付けにすることは、申立人組合員が、中位者と比較して何ら劣って

いないことの主張も立証されていないことからしても認められない。 

(3) 判断 

申立人の示す一覧表は、同期同学歴入社とはいっても、一部、取扱いの異

なる中途採用者が含まれているうえ、客観的裏付け資料にも乏しいことから、

その正確さにおいて疎明がない。 

よって、主文のとおり救済することで足りるものと思料する。 

なお、申立人は、謝罪文を各申立人に手交すること、及び社内報「あかれ

んが」に掲載することをも求めているが、これも主文の範囲で足りるものと

思料する。 

第 3 法律上の根拠 

よって、労働組合法第 27 条及び労働委員会規則第 43 条を適用して、主文のと

おり命令する。 

 

平成 5年 3月 15 日 

千葉県地方労働委員会 

会長 新 垣 進 ㊞ 

 

「別紙 略」 
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